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　この小論の目的は，題名にしめすごとく，
戦後の経済成長過程における日本の貿易の変
動状況にたいする概観をあたえ，さらに，そ
の成長過程において，日本産業の国際競争力
がどのように強化されてきたかをあとづけ，
かつ分析することである。以下にあつかわれ
る項目は下記のとおりである。
　工　序論一経済成長と国際収支
　　〔1〕　成長過程における貿易の役割
　　〔2〕　経済成長と資本収支
　皿　戦後における経済成長と貿易
　　〔1〕　循環的成長と輸出入
　　〔2〕　経済構造の変化と貿易収支
　皿　国際競争力の分析
　　〔1〕　国際競争力とは何か
　　〔2〕　輸出増加の要因
　　〔3〕　国際競争力の決定要因
　IV　価格競争力と比較生産費の原理
　　〔1〕　労働生産性の上昇と輸出
　　〔2〕　比較生産費の視点からの分析
　　〔3〕　日米間の相互輸出
　V　経済成長と輸入代替
　　〔1〕　戦後における輸入の変動
　　〔2〕戦前における輸入の変動
＊この論文は，「外国貿易と国際収支に関する覚
　え書」本誌第1巻第1号（1964年9月）につづ
　くものであり，その後の成果をまとめたもので
　ある。このテーマに関する研究の一部について
　は，財団法人東京経済研究センターより研究費
　の支給をうけたことを附記しておきたい。
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1　経済成長と国際収支
　Cl〕　成長過程における貿易の役割
　われわれの住んでいる経済社会では，たえ
ず，何らかの経済問題がもちあがっている。
すこし大げさにいえば，いつでも何らかの問
題が《重大問題》という舞台の上に主役とし
て登場してくる。大きくは南北問題から小さ
くはある地域の公害問題までのあらゆる経済
問題が入れかわり立ちかわりそこで脚光を浴
びる。この《重大問題》という舞台へ周期的
に登場してくる問題の1つに「国際収支困
難i」がある。この国際収支困難はつねに日本
経済の成長と発展とにたいするブレーキとし
て機能してきた。これは外貨準備高の低水準
への低下という形であらわれてくるわけであ
るが，その国際収支困難のために，日本経済
はこれまでいくどか期待される速度での成長
を余儀なく断念せざるをえなかった。経済は，
この国際収支困難が一応消えさるまで，その
発展の歩幅を小さくしなければならない。そ
して，それが消えさったとき，経済の活動水
準はふたたび急速に上昇してゆく1）。
　国際収支困難の発生によって，経済成長の
速度は低下せしめられ，経済的発展は一時的
に中断されるけれども，しかし，その国民経
済は，それみずからの生みだす活動力によっ
て，成長の軌道を進行してゆく，経済は高度
成長過程において蓄積した生産能力を，低成
長過程において利用し，輸出を拡大し輸入を
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
縮少する。この拡大は経済の浮揚力をつちか
い，やがて高度成長過程にはいってふたたび
生産能力の蓄積を急速にすすめる。こうして，
国民経済は律動のプロセスを経過することに，
生産能力を蓄積し，生産能率をたかめてゆく。
すくなくとも，戦後日本におげる経済成長は，
まさにこのようなものであった。このことは，
国際収支のダイナミックな分析は経済成長と
の関連においておこなわれなければならない
ことをしめしている。経済成長（または経済
発展）という視点からみる場合，経常取引や
資本取引にたいし静学的な視点からみる場合
とは異なった評価があたえられることになる
からである。
　その視点にたつ場合，輸入は経済成長のた
めの重要な《生産要素》である。輸入によっ
て経済の成長のために必要な原材料や資本財
を国内産業へ投入することが可能となり，そ
れがなかったならば達成できなかったはずの
生産の拡大または生産能力の増大をもたらす
ことができるであろう。経済の成長にともな
って，たとえば，橋渠・ビルディング・化学
機械・車両・電気機器などの生産が増大して
ゆくが，その生産増大は鉄鋼の消費量を必然
的にたかめるであろう。もし，その増加して
ゆく鉄鋼生産に必要な鉄鉱石や屑鉄などが，
国内での供給能力をこえているとするならば，
その国民経済は，その不足する鉄鉱石と屑鉄
を輸入しなければならない。しかも，その輸
入量は，経済が成長するにつれて，しだいに
増大してゆかざるをえないであろう。また，
うえにあげた生産物のなかの多くは，鉄鋼，
特殊鋼，合金などの各種金属の加工工程を必
要とするが，それらの加工工程において欠く
ことのできない工作機械の需要量もまた，経
済の成長とともに必然的に増大してゆくであ
ろう。その場合，いろんな作業工程に応じて，
あい異なったタイプの工作機械が必要とされ
るわけであるが，もしその必要とされるすぺ
ての型の工作機械を，経済的なべ一スで生産
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できないとするならば，その生産できない工
．作機械は輸入しなければならない。
　このように，経済の成長にともなって鉄鉱
石などの原材料や，工作機械などの生産設備
が輸入されてくるわけであるが，同じような
ことは他のいろいろな生産財についてもあて
はまる。もしそれらの生産財の輸入が，経済
の成長にともなって必然的に増大してくるも
のとするならば，なんらかの理由によって，
それらの生産財の輸入がおさえられるときに
は，それらの生産財を使用する産業部門の生
産増大は阻害され，したがって経済成長は，
それによって不利な影響をこうむる。一般的
には，その経済成長の速度は低下することに
なるであろう2）。
　この成長の《生産要素》としての輸入をま
かなってゆくためには，その輸入にひとしい
額の輸出が必要である。もしその輸出を実行
できなければ，他の条件に変化がないかぎり，
蓄積の速度（すなわち成長の速度）をおくら
せなければならないであろう。しかし，輸出
にはもうひとつの役割がある。それは輸出の
需要喚起効果といわれるものである。その輸
出が，つねに完全に《土着製品》であるよう
な場合を別とするならば，輸出はその国の蓄
積された（または蓄積されつつある）生産能
力の増減と密接な関係がある。なぜならば，
さきに述べたように，その蓄積された生産能
力の一部が輸出にふりむけられることになる
からである。いいかえると，輸出によって生
産能力にたいするあらたな需要がひきおこさ
れる。
　現在，蓄積される生産設備の多くは，大規
模生産の利益をともなうものであり，大量の
需要によってはじめてその利益が現実のもの
となる。したがって，費用漸減の局面にある
かぎり，需要の増大は製品コストの低下（そ
うして多くの場合において価格の低下）をも
たらすであろうから，需要が少ないというこ
とは，その生産設備による生産物のコスト
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
（価格）が相対的に高い水準にとどまること
を意味するであろう。もしそれらの生産物が
国内における他の生産部門において生産財と
して使用されているとするならば，外からの
需要の発生または増大（すなわち，輸出の増
大）によって生産物の価格が低下することは，
それを生産財として使用している生産部門の
生産コストを低下させる。製品コストにたい
してあたえるこのような影響は，それとつな
がりをもつ他の生産部門へつぎつぎと波及し
てゆくであろう。
　このような結果がつぎつぎと発生してくる
場合，これを輸出の外部経済効果と呼ぶこと
ができる。この外部経済効果は，それがない
場合にくらべて，あきらかにその国の経済成
長をたかめるのに役立つであろう。経済の成
長過程における輸入と輸出との機能は，この
ようなものである。
　しばしば指摘したように，経済が成長し発
展してゆく過程で，その国の産業構成が変化
し，「高度化」してゆく。その国の輸入およ
び輸出の品目構成もまた変化してゆくであろ
う。それらの変化は，国際市場においてその
国が比較優位をもつ生産物の内容の変化と対
応するはずである（この場合，輸出入は財お
よびサービスのすべてをふくむことはいうま
でもない）。したがって，経済成長の過程に
おいて，一方では比較優位が失われてゆく生
産物（サービスをふくむ）が生じ（たとえば，
一・狽ﾌ繊維製品），他方，比較優位を獲得し
てくる生産物（たとえば，トランジスター一・
ラジオ，自動車）が出現してくる。いいかえ
ると，経済成長の過程では，比較優位をもつ
生産物の内容が変化してくるであろう。その
意味において，その国の貿易構成の変化は，
動態的な世界においては必然的に生じてくる
ものである。
　〔註〕
　　1）成長の一時的な中断という現象を随伴し
　　てではあるけれども，経済がたかい成長率で
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成長してきたのは長期的な意味における国際
収支が均衡ないし黒字であったからであろう。
すこし大胆にいえぱ，永続的に顕在化してい
る国際収支困難というのは存在しないはずで
ある。もしそうした国があれば，その国は国
際社会から姿を消すことになるであろう。い
いかえると，その国の外貨準備高がマイナス
無限大へむかって長期的に減少している国は
ない。すなわち，国際収支困難というのは基
本的には短期的な性格を示している。しかし，
このことによって，経済発展のプロセスにお
ける国際収支困難の影響の重大さは否定され
ない。
2）経済の成長に伴って増大してゆく輸入と
いうのは，決して上にのべたような，原材料
や生産設備ばかりでない。砂糖や万年筆や時
計のように，通常の消費のために使用される
財もまた輸入されている。消費財にたいする
需要は生活水準の向上とともに多様化し増大
してゆく。人口の増加率が，相殺的に作用す
るほど大きいものでないかぎり，経済の成長
は生活水準の上昇をともなうものであるから，
経済の成長過程において，消費財需要の増大
は必然的に生じてくることになる。
　〔2〕　経済成長と資本収支
　それでは，資本収支の方はどうであろうか。
蓄積過程において輸出が輸入を十分にまかな
ってゆくだけの力をもたないケースがある。
経済成長と資本収支との関連について問題と
なる重要なケースの一つはこれである。この
ような場合，その国が選ぶことのできる途は
二つしかない。
　ひとつの途は，外部から資金を借り入れ，
その国の輸出によってカバーできる限界をこ
えて成長（蓄積）に必要な生産物の輸入をお
こなうことである。もうひとつの途は，輸出
によってまかなうことのできる限界内に輸入
を圧縮し，生産能力の蓄積速度をおくらせる
ことである。
　ここでこの二者択一的な選択をおこなう場
合に，考慮しなければならない重要なことが
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
ある。それは，輸出はそれ自体その国の生産
能力の蓄積の関数であるということである。
いいかえると，その国の生産能力の蓄積がお
くれるならばダそれがその国の輸出能力の蓄
積をおくらせる確率はきわめてたかい。国際
市場がきわめて競争的であるような環境のも
とでは，輸出競争力というものはまたきわめ
て磨滅しやすいものである。したがって，そ
の国の生産能力の蓄積速度がおそいならば，
輸出競争力の蓄積はその磨滅部分をつぐなう
のについやされなければならないかもしれな
い。多くの場合，生産能力の蓄積は，技術的
進歩をともなうものであることを考慮するな
らば，そのことはますます明らかとなるであ
ろう。もちろん，つねにそうした結果に到達
するとはいえないかもしれない。しかし，そ
のようなことが起こる可能性について留意し
ておくことが必要であろう。このことは，そ
の国が先進工業国のあとを追ってゆくような
状況の場合，ますます重要な意味をもつと思
われる。
　日本が海外からの資金の借り入れ，すなわ
ち資本収支の黒字を国際収支の上に計上して
きたということは，この前者の途を選んでき
たことを意味する。そもそも資本収支におけ
る黒字の経済的効果は二つの側面にあらわれ
る。一つは金融的な側面であり，もう一つは
産業構造に関する側面である。いうまでもな
く前者は国際収支の均衡をもたらし，また，
国際流動性（国際通貨と貨幣用金）の増加を
もたらすという効果をさしている。他方，資
本収支の黒字が，それ自体としてその産業構
造の変化にひとつの貢献をなしうるであろう
ということは明瞭である。とくに長期的な性
格をもつ資本は，その国の流動性ポジション
の判定において重要であるばかりではなく，
それが特定の産業部門へ流入してくる場合，
産業構造の変化にたいするその貢献は直接的
である。
　この長期的性格の資本流入が産業構造の変
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化をとおして，貿易収支の改善にどの程度ま
での効果をあげてきたかについては，詳細な
検討が必要とされるであろう。しかし，ポイ
ントはつぎのところにある。流入した資本の
すべてがかならずしも直接に輸入競争産業に
投下されたり，輸出産業そのものに投下され
るわけではない。しかしながら，たとえそれ
らの部門以外の部門に投下されたとしても，
そこでの生産性を上昇させたとするならば，
それは産業連関の網の目をとおして，輸入競
争産業や輸出産業におけるコストの低下に貢
献するであろう。
　これは，いうまでもなく外部経済の問題で
ある。したがって，その視点からみるならば，
その資本の投下がどのような生産部門におい
ておこなわれたかということは，効果判定の
近似的な基準となる。日本の場合，大部分の
流入資本の投下は重化学工業部門および輸送
部門においておこなわれたことに留意する必
要がある。
　資本流入は，かならずしも，直接に各生産
部門に投下されるとはかぎらない。資本は，
元来，国際的な金利ないし利潤率の差に応じ
て移動するという重要な特性をもっている。
特定の産業部門への投下の場合もその例外で
はない。その経済の生産活動が活発であり，
相対的にたかい成長率で成長しているとする
ならば，必然的に利潤率，したがって利子率
の相対的な上昇傾向がもたらされるであろう1
　このことは，合理的な経済行動を阻止する
付加的な要因がなければ，資本の流入を誘惑
することになるであろう。この資本はその経
済の持続的な成長と，それにともなう（ある
いはそれの原動力ともなっている）持続的な
たかい利子率（利潤率）とにたいする確信を
背景としているものである。このような資本
の流入は，たとえ特定の生産部門へ投下され
なくても，その国の流動性ポジションをたか
めることによって，いわゆる外貨天井をひき
あげ，生産部門の拡張を容易ならしめ，その
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
国際競争力を強化するのに役立つであろう。
　経済の成長速度が世界の（または先進工業
国の）平均的な速度をこえるという背景のも
とでもたらされる経常収支の赤字が，自律的
な資本流入によってカバーされることは，そ
の国が先進工業国の「1人あたり国民総生産
水準」に達する途上にあるときには，国民的
厚生の増大という視点からみて一つの見識と
なるであろう1）。
　ところで，景気の波動をしめしながら成長
してゆく経済，いいかえると，循環的成長を
とげてゆく経済に直接的にかかわりのある国
際的取引は，その循環的成長の過程でうみだ
されてくる財およびサービスの取引である。
とくに，財の取引（輸出入）は循環的成長過
程の一つの構成部分であるばかりでなく，そ
の過程で生じてくる産業構造の変化と深い関
連をもっている点で，きわめて重要な意味を
もっている。そこで経済成長と国際収支に関
する以上の一般的な議論を前提とした上で，
以下とくにこの財の取引（輸出入）に焦点を
あわせて分析をすすめることにしよう。分析
のポイントは二つある。一つは，輸出入が循
環的成長過程の一つの構成部分であるという
視点から輸出入の動きをあとずけてみること
である。この部分はあまり分析的でないけれ
ども，ここでは一応の概観をあたえることを
目的としている。もう一つは，産業構造の変
化との関連において輸出と輸入の動きを分析
する。この部分は，いわゆる日本産業の国際
競争力の分析となるであろう。
　〔註〕
　　1）　経済成長と資本収支については渡部福太
　　郎r経済成長と資本収支」r理論経済学』19
　　66年12月とその引用文献を参照。
皿　戦後における経済成長と貿易
　〔1〕　循環的成長と輸出入
　まず，はじめに日本の輸出と輸入が戦後の
循環的成長過程において，それぞれどのよう
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に変動してきたかをみておこう。いうまでも
なく，輸出や輸入の動きは日本の輸出相手国
および日本の経済活動の状態によって大きく
左右される。もちろん，それが唯一の影響要
因ではない。たとえば価格が安くなったり，
高くなったりすることによって輸出入は大き
い影響をうけるであろう。おなじことは為替
相場が変動してもおこる。さらに，天災や政
策変更などの非経済的要因によっても輸出入
は変動するが，特別の場合（たとえば，スエ
ズ動乱やベトナム戦争など）を別とすれば，
それは決して支配的な影響をもつことはない
であろう。したがって，この輸出相手国およ
び日本における経済活動水準の変動は，かな
りの程度までそれに対応した輸出入の変動を
ひきおこすことになる。
　この経済活動水準の変動のなかで具体的に
もっともよくわれわれの身近かにみいだされ
るものは景気の波動である。景気の波動は，
いわば，経済が成長し発展してゆくときに，
ある程度さけることのできない律動のような
ものである1）。この視点からみてもっとも好
都合でかつ明解な指標は，日本および輸出相
手国の鉱ヱ業生産指標および輸出入の対前年
比率である。なぜ対前年比率をとるかという
と，それは，対前年比率をとることによって，
経済活動水準の成長と周期的な景気変動との
双方を同時にみることができるからである。
　そこでアメリカ，イギリスをはじめとする
先進工業国6力国をとり，後進国は一括して，
1951年以降における製造工業生産の増加率を
計算してみるとつぎの第2．1表のようになる。
　この表を一見してただちにわかることは，
日本の場合，平均して約4年ごとに生産増加
率のいちじるしい上昇がみいだされることで
ある。しかも，このような周期的な増加率の
ピークの出現は単に日本においてみいだされ
るばかりでなく，すべての先進工業国にみい
だされ，後進国にさえも見いだされる。もち
ろん，好況のピークと不況の谷との周期的到
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
第2．1表各国の生産増加率
ア・・カ1・ギ咽西ドイ・レランスB・・引・ 刺低開発国
1951
1952
1953
1954
1955
1956
1957
1958
1959
1960
1961
1962
1963
1964
　8．1
　4．2
　8．2
△6．1
12．7
　3．4
　0．8
△1．7
12．7
　2．9
　1．0
　7．8
5．1
6。0
　3．4
△2．1
　5．6
　6．3
　5．1
　0．9
　1．9
△1，9
　5，1
　7．0
　1．2
　1。0
　3．4
　7．6
19．1
5．8
10．3
11．5
14，9
7．8
6．2
3．0
7．1
10．7
6．0
4．7
4．0
8．8
??????????????????
???
14．4
4．1
10．0
9．0
9．3
7．4
8．0
3．1
10．9
15．4
10．9
9．6
8．7
0．6
36．7
　7．2
20．7
　8．4
　7．4
21．5
17．9
△1．3
19．9
24．5
19．3
　8．2
10，1
16．　7
??????????????? ?
1
〔資料出所〕 U．N．，Monthly　Bulletin　of　Statisticsおよび日本銀行統計局，　r国際比較統計』。いずれも対前年
増加率を示す。△印はマイナス。
来の時間表はすべての国をとおして同一では
ない。そこには時間上のずれがある。この時
間上のずれがおきるのは，景気のうねりが，
人工衛星のように，数時間で地球を1周して
しまうわけではないことと，国内の経済活動
は基本的にはそれ自身の活力によって動かさ
れるものであることによる。それでも，景気
の波は地球上のすべての国をおおっているの
であり，1国だけがその例外であることはで
きない。
　まず，1951年の朝鮮戦争に由来するいちじ
るしい経済成長の波は先進工業国を例外なく
おそっている。そして1952年の景気後退，そ
れにつづく景気の上昇という経過は，すべて
の国を通じておなじく見出されるが，それ以
後の動きは各国によりことなる。しかし，好
況はつぎつぎと各国を《訪問》し，やがて
1958年には一斉に不況と沈滞の底にしずんで
しまう。この世界的な不況は1959年における
アメリカの急激な回復によって好況への途を
あゆみはじめ，翌1960年には世界的な好況の
過程をむかえる。そのあと1962年から1963年
ごろにかけて景気の下降がおとずれ，1964年
22
に製造工業生産はふたたび高い増加率を示す。
イタリーのみがこの例外となっている。1965
年には，日本経済の活動水準はつよいおちこ
みを示したが，他の国ではそれほどひどいお
ちこみはない。
　世界景気の動きに応じて，国際貿易の波も
変化する。各国の経済を《水槽》にたとえる
ならば，国際貿易はそれらの《水槽》をつな
いでいる《パイプ》のようなものである。そ
の《パイプ》がつまっていたり，破損したり
していないかぎり，それぞれの《水槽》の水
は相互に交流しあう。その状況を輸入につい
てみたのが第2．2表である。
　これは，各国の輸入の増加率を計算したも
のであるが，この増加率は極めて明瞭な循環
を示している。しかも，この循環ないし波動
は第2．1表にみられた工業生産の波動と極め
てはっきりとした対応関係を示している。生
産活動が活発なときには輸入もまた活発とな
り，したがって輸出もまた活発となる。原材
料や投資財や消費財に対する輸入需要は，生
産活動水準の上昇やそれに伴う賃金支払額の
増大，利潤配当の増加によって拡大せしめら
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
第2．2表各国の輸入増加率
1951
1952
1953
1954
1955
1956
1957
1958
1959
1960
1961
1962
1963
1964
アメリカ
　23．3
△　9．8
　0．5
△　3．4
　10．8
　11．2
　4．5
△　0．3
　16．0
△　2．6
△　2．4
　11．1
　4．6
　8．9
イギリ刈西ドイ・
　49．8
△11．8
△　2．9
　1．2
　14．8
△　0．7
　5．3
△　7．9
　6．8
　14．2
△　3．7
　2．3
　7．3
　11．5
　29．4
　9．3
△　1．1
　21．2
　26．7
　14．3
　13．2
△　2．0
　11．0
　17．8
　8．3
　12．2
　5．9
　12．5
・ラン利イ・・－1・利低醗国
　47．1
a　2．9
A　8．2
　7．1
　12．3
　17．0
　9．9
△　7．1
△12．0
　20．5
　6．4
　10．9
　16．1
　15．4
　45．7
　9．1
　2．3
　0．8
　11．2
　17．1
　15．7
△12．5
　4．8
　40．1
　10．6
　16．0
　24．9
△　4．7
100．6
　2．8
　18．8
△　0．5
　3．0
　30．7
　32．6
ム29．6
　18．7
　24．8
　29．4
△　3．0
　19．5
　18．0
　37．9
　1．3
△11．5
　4．7
　8．0
　8．2
　13．3
△　6．7
△　1．8
　9．5
　2．6
　9．5
〔資料出所〕　U．N．，　Monthly　Bulletin　of　Statisticsおよび日本銀行統計局，『国際比較統計」。いずれも対前
　　　　　年増加率を示す。△印はマイナス。
　　　　　　　　　　　第2．3表各国の輸出増加率
レ・・列
1951
1952
1953
1954
1955
1956
1957
1958
1959
1960
1961
1962
1963
1964
　46．7
　1．1
　4。0
△　4．3
　2．9
　22．8
　9．2
△14．3
△　1．6
　16．7
　1．8
　3．6
　7．5
　14．7
イギリス
18，7
△　0．3
　3．7
　8．6
　9．3
　4．8
△　3．6
　4．8
　6．7
　3．5
　3．0
　7．5
　4．1
・ラン刈西ドイ・1
75．3
15．6
9．7
19．6
16．9
19．3
15．8
2．3
8．2
14．2
11．1
4．5
10．2
11．3
　34．5
△　6．3
△　1，3
　10．5
　17．6
△　6．8
　12．2
　0．7
　5．2
　21．2
　5．1
　2．1
　9．9
　11．3
イタリー
　36．2
△15．8
　8．7
　8．7
　13．4
　15．5
　18．0
　1．0
　13．0
　25．2
　14．8
　11．4
　8．2
　17．8
日　　本
　65．2
ム　6．1
　0．2
　27．8
　23．4
　24．4
　14．3
　0．7
　20．1
　17．3
　4．5
　16．0
　10．8
　12．2
低開発国
　26．2
△13．3
　0．5
　5．2
　7．2
　5．1
　2．0
△　2．8
　4．5
　5．8
　1，5
　4．3
　9．0
〔資料出所〕 LM．F．，1nternational　Financial　Statisticsおよび日本銀行統計局，『国際比較統計』。いずれも
対前年増加率を示す。△印はマイナス。
れるであろう。また，そのためにそれらを供
給する国の輸出が増大するであろう。第2．2
表について特に詳しく説明を加えなくても，
世界の景気変動の波はそこに明瞭に反映して
いる。
　おなじことは輸出についてもいえる。第2．
3表は輸出の増加率を各国についてみたもの
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であるが，そこでもやはり景気変動の反映は
明瞭である。もちろん，輸出の波と輸入の波
とはつねに一致しているわけではない。しか
し，これは輸出が外国の景気動向につよく依
存し，輸入は国内の景気動向につよく依存す
ることからくる当然の帰結である。そして，
じつはこのタイミングの差がそれぞれの国の
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
国際収支の動向に大きい影響をあたえるので
ある。ハーベラーは，「国際収支の赤字が各
国をつぎつぎと訪問してあるくことは当然の
ことである。」といっているが，それは，こ
のようなタイミングの差による収支の一時的
悪化の出現をさしている2）。全世界の国々が
つねにバランスのとれた国際収支を恒常的に
維持してゆくということはありそうにもない
ことである。したがって，その国際収支の周
期的な不均衡を反映して各国の金・外貨準備
の増減はやはり一定の波動を描いて変動する
ことになる。第2．4表はそのことを明瞭に示
している。
第2．4表　各国の金・外貨準備
iメリ1ギリ酬1実ランニタリ1・本
気変動の波を描きながら，いちじるしい上昇
傾向を示し，しかも，それは世界の標準的な
上昇速度を上まわっていたこと。
　〔2〕　経済構造の変化と貿易収支
　これまでの輸出と輸入についての考察から，
日本の貿易収支へ分析の目を転じることにし
よう。まず，はじめの問題は輸出と輸入との
いちじるしい増加の結果，貿易収支はどのよ
うになったかということである。他の先進工
業国と対比しながら，その動きをみてみると，
つぎの第2．5表のようになる。
1953
1954
1955
1956
1957
1958
1559
1960
1961
23，458　2，670
22，978　3，034
22，797　2，392
23，666
24，832
22，540
21，504
19β59
　　1　 　1， 73
　 2，579
　 3．01721276｝　4，2。2
；：illl　l：謂
2，815　4，801
3，72717，046
　　1
　829
1，264
1，975
1，311
　645
1，050
1，736
2，272
　768
　927
1，167
，23
1，354
2，082
823
738
831
61，003
3，020
3，147
8，753 3，324　7，178　3，365！3，662
・964・・672隊・・6i．・，8821．・，724「3，・82・
1911ill：謙欝1：l　l辮：lll
524
923
1，447
1，949
1，666
12，200
2，05
2，0191
　〔資料出所〕1．M．F．，　International　Financial
　　　　　Statistics単位は100万ドル各期末の
　　　　　準備高を示す。準備は金・外国為替およ
　　　　　びLM．F．におけるゴールド・トラン
　　　　　シェを含んだものである。
　以上の考察から明瞭にいえることはつぎの
3つの点である。
　（i）　日本の経済活動水準の変動は，日本
の輸出相手国の経済活動水準とある程度まで
類似した動き方を示していること。
　（ii）　日本の輸出入もまたその経済活動水
準の変動に呼応して変動しており，さらに，
金・外貨準備もそれに応じて一・reの波を描い
て変動していること。
　（iii）　日本の経済活動水準と輸出入とは景
第2．5表貿易収支
1・本iiメリ三勘敷ドイKランニタリ
???????????????? △287
△407
△790
△427
△　53
△125
△395
　376
　365
　271
△558
　402
△166
27531△
，
2，917
????
△2，081
△　328
　605
△　521
　997
　149
A　81
4，442△
4，993△
△
△1，022
△　308
　160
　92
　535
????
　　ム
・・76・I…34・
　869△
　934△
　771
1，364
・・5
P・・787・
229
3751、，66 △
・，…μ793！265
1，846
???
2，351
5，447△
　917
771トム268
619△　755
4361△　　737
　1236△　637　F36△　672
933△　732
　　　7692111。373
　d405△　133　120△　6333711。556
　1347△　881
i77P△1・8°8
　　　56789△…1一
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　〔資料出所〕1．M，F．，　Balance　of　Payment　Year－
　　　　　bookによる。輸出額（f．o．b．価格）と
　　　　　輸入額（f．o．b．価格）との差額，△印
　　　　　は入超額。米国は軍事援助による輸出を
　　　　　除く。フランスはフランス地域を含む
　　　　　（1963年以降は除く）。単位は100万ドル
　　　　　である。
　　　　　1．1964年と1965年はCIFである。
　この表から明らかなように，日本の貿易収
支は他の先進国のそれに比較してそれほど悪
い状況にはない。とくに1958年頃を境として
黒字基調となり，貿易収支はきわめてよくな
っている。その意味では，この時期を境とし
て日本の貿易はある画期的な変化をとげたの
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
第2．6表各国の経済指標（1955～1958）
レ・・カイギリ・レ・ンスi西ドイ・1イタ・－H本
????????
（1）国民総生産増加率
　　固定資本投資（2）
　　世界の総輸出
（6）卸売物価上昇率
（7）消費者物価上昇率
（8）賃金上昇率
2，6
13．2
7．4
5．1
19．4
2．0
1．9
4．5
2．1
15。2
5．5
4．8
9．4
2．6
4．1
6．5
4．7
19．2
7．0
6．0
5．5
5．4
5．2
10．2
5．4
21．8
13。6
13．6
8．6
1．1
2．1
7．9
5．3
20．3
6．7
8．4
2．4
0．5
2．5
4．5
7．0
23，3
15．0
15．7
2．7
△0．25
0。7
4．8
〔資料出所〕　日本銀行統計局r国際比較統計』より計算。いずれもこれらの期間における平均値である。
第2．7表各国の経済指標（1959～1962）
アメリカ　イギリス ・ランス陣ドイ・イタリー日本
　　国民総生産
（3）個人貯蓄率
（1）国民総生産増加率
　　固定資本投資（2）
　　世界の総輸出
（6）卸売物価上昇率
（7》消費者物価上昇率
（4）　輸　　出　　増　力口　率
（5）　　輸　　出
㈲賃金上昇率
4．3
13．2
7．1
5．0
17．6
0．1
1．2
3．1
2。5
16．4
8．1
4．5
8．8
1．6
2．3
6．0
5．2
19．6
7。5
8．4
6．0
3．0
4．5
8。2
6．4
25．3
13．7
9．5
10．4
0．8
2．1
9．2
7．1
23。7
6．6
16．1
3。4
0．3
2．2
4．3
13．7
34．5
20．9
14．9
3．6
0．4
4．3
9．2
　〔資料出所〕　第2．6表におなじ。
ではないかと推定される。
　いま，主要な経済指標について上記の国に
ついてこの時期の前後（1955年から1958年ま
での期間と1959年から1962年までの期間）を
比較してみると，第2．6表および第2．　7表の
ようになる。
　この表をみて気づくことは，他の諸国にお
いても，この後期において経済のたかまりが
みられることである。しかし，日本の場合は
それは著しい。すなわち，この主標指標は，
1959～1962年の期間（後期）においていちじ
るしい国民総生産の増大があったことを示し
ており，その成長率の平均値は1955～1958年
25
（前期）の平均値の約2倍に達していること
がわかる。それに対応する国内総投資は前期
には平均して28．4パーセントであったが，後
期には平均40．6パーセントへと増大しており，
この二つの期間のあいだに国民総生産のより
大きい部分一したがって1国の資源のより
大きい部分が生産能力の蓄積にふりむけられ
ていたことがわかる。
　それに対応して輸出の増加もいちじるしい。
もちろんその輸出の単純の増加率の平均値は
前期には年平均して約20パーセントでもって
増大したが，後期には平均して14．5パーセン
トでもって増加している。その点からみれば，
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
成長率はおとろえたかにみえるが世界の総輸
出にしめる日本の輸出の比率は，前期では平
均して2．7パーセントであるが，後期では増
大して3．6パーセントとなった。物価水準は
このような経済の成長を反映して，消費者物
価は前期はほとんど年率1パーセントの上昇
率であるのにたいし，後期には平均4．25パー
セントでもって上昇した。しかし卸売物価は
前期にはむしろ低下しており，後期において
もわずかに平均0．35パーセントの上昇でもっ
てほぼ横ばいの状態を維持している。
　これらの経済標指の対比から明らかにいえ
ることは，この二つの期間をとおして日本経
済の基盤はかなりつよくなってきているとい
うことである。
　1959年以降の日本経済は例の所得倍増計画
の想定する経済成長率よりもはるかにたかい
成長率をもって成長してきた。これらの期間
において日本経済を構成している生産部門は
これまでになく生産能率をたかめてきた。国
民総生産，固定資本投資，総投資の動きはあ
きらかにそれを示しており，消費部門はまた
たかい貯蓄率によってその生産部門の拡大成
長を支持してきた。そうした生産部門におけ
る活発な生産活動は輸出と輸入とのいちじる
しい増大をもたらし，とくに輸出の増大歩調
は輸入のそれをこえている。その上，このよ
うな拡大が卸売物価の安定した状況と両立し
ながらおこったということに注目しておく必
要がある。いうまでもなく，いわゆる「所得
倍増計画」ができあがったのは1960年の秋で
あったが，すでに1959年からはじまった日本
経済の高度成長というおどろくべき事態《成
長の奇跡》は進行の途上にあった。したがっ
て，いまから振りかえると，「計画」の発表
時にそこに示された7．8パーセントという成
長率はいささか現実ぱなれのしたものであっ
たことはたしかである。
　すでにのぺたように先進工業国においても
前期と後期とでもって経済の活動力に相違が
26
みられ，そこからやはり経済活動水準の全般
的な上昇がみられる。その意味からいえば，
日本の経済成長率がその期間に大きくなった
としても，それは日本独特のものでもなく，
別に不思議はないわけである。しかし，その
増加の程度は日本の場合に一番大きく，ほぼ
2倍に達した国はまったくない。しかも，卸
売物価についてみるならば，日本の前期にお
ける上昇率はマイナスであったのにたいして，
これらの先進国ではいずれもかなり上昇して
おり，比較的に低かったのはイタリーぐらい
のものである。後期についてみてもその平均
上昇率はアメリカがまったく横ばいであるの
を別とすれば，つぎに低いイタリーの水準に
ほぼひとしく，経済成長率の高い割にはかな
り低い上昇率といわねばならない。消費者物
価についてみるときに，はじめて後期におい
て，フランスとともに，日本の上昇率がかな
りたかい水準に達してくる。
　このような状況を背景として日本の貿易収
支が改善されてきたということは，これらの
期間を経過する過程で，あきらかに，日本産
業の「国際競争力」が強化されてきたことを
意味するものであろう。以下，節をあらため
て，この国際競争力の強化の状態を，いくら
か詳細に，かつ幅ひろく分析してみることに
しよう。
　　1）いうまでもなく，このような考え方のも
　　っとも純粋な表現は，J．　A．　Schumpeter，
　　The　Theorア0アCapita〃3ガo　Dθ砂θ10〃tent
　　；an　ln4uiry　into　Profits，　Capital，　Cre。
　　dit，1nterest　and　the　Business　Cycle，
　　Harvard　University　Press，　Cambridge，
　　Mass．，1951にみいだされる。ただし，筆者
　　は全面的にこれに依っているわけではない。
　　2）　G．Haberler，‘‘Integration　and　Gro－
　　wth　of　the　World　Economy，”American
　　Economic　Review，　Vol．　LIV，　No．2，1964，
　　pp．1－22．この点についての理論的な分析に
　　ついては，N．　Kaldor，‘‘A　Note　on　the
　　International　Impact　of　Cyclical　Fluctu一
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
ation，”　The　Business　Cycle　in　the　Post
－war　World，　ed．　by　E．　Lundberg，　Mac－
millan，1955および渡部福太郎『景気変動
と国際収支』，1962年，創文社，第4章を参照
されたい。
皿　国際競争力の分析
　〔1〕　国際競争力とは何か1）
　すでに示したように，戦後における日本の
輸出増加率は他の国に比しておどろくべき高
水準を示した。このような高い増加率は，世
界貿易にたいする高い弾力性によっても示さ
れているわけであるが，それではなぜこのよ
うに戦後の輸出増加率がいちじるしい水準を
示しているのであろうか2）。一つには，日本
が戦争中の《鎖国状態》からの離脱過程であ
ったということが考えられる。しかし，それ
だけでは戦後20年をすぎてなおそうした高水
準が維持されていることにたいする説明とは
ならないであろう。
　このことに関して非常にしばしばいわれて
いることは，戦後の経済成長の過程において，
日本産業の国際競争力がいちじるしく強化さ
れてきたということである。この国際競争力
の強化は日本の輸出増加率を相対的にたかめ
てきた重要な理由の一つと考えられる。もち
ろん，日本の輸出先の変化やその輸出される
生産物の内容の変化なども理由としてあげら
れるであろう。たしかに，生産活動水準もし
くは所得水準の成長率の高い地域を対象とし
て輸出しているときと，その逆にその成長率
が低い国を対象としているときとでは，その
国の輸出増加率に相違がでてくる。生産物に
ついても同じことである。どのような生産物
が輸出されるかによって需要者の反応がこと
なる。したがって，その国の輸出品目がどの
種類の生産物に集中しているかによってその
国の輸出増加率は影響をうけるであろう。
　そればかりでなく，この地域構成や品目構
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成は時間の経過とともに変化してゆく。そし
て，この変化は，その国の産業のなかのどの
部門の生産がとくに増大したのか，あるいは
どの部門の生産コストが相対的に低下したか
ということとかなり関係があり，その上，そ
のこと事態が国際競争力強化の一つのあらわ
れであると考えられよう。その意味では，基
本的には，それぞれの理由がおたがいに完全
に独立した理由ではない。むしろ，比較優位
をもつ生産物の構成が経済成長の過程におい
て変化し，その変化が生じることによって，
輸出の地域構成や品目構成に変化が生じてく
るのである。その国の産業がどのような生産
物に比較優位をもち，その資格をになう生産
物がどのように移り変ってゆくかはその国の
経済成長の内容に関する事柄であろう。
　ところで日本産業の国際競争力というとき，
一方において，それは，日本の各産業部門の
輸出向けの生産物が国際市場において示す競
争力を意味し，他方において，諸外国からの
国内市場への輸入生産物にたいして日本の産
業部門が示す対抗力を意味している。日本の
産業部門が外国の市場へある生産物を輸出し
ようとするとき，他の国の産業部門からの同
一生産物の輸出と競争関係にたつことになる。
もし日本のその輸出生産物が価格の側面にお
いて，あるいはその品質の側面において，あ
るいは（場合によっては）そのアフター・サ
ービスの側面において他の国の輸出生産物よ
りもまさっているとすれば，日本のその輸出
生産物はその市場である程度の量の需要を確
保することができるであろう。しかし，いず
れの側面においても劣るものであれば，日本
のその生産物は国際市場において必要なだけ
の需要をみいだすことはできない。日本のそ
の生産物は国際市場において競争力をもたな
いことになる。
　日本の国内市場においても，同じことがお
こりうる。もし日本の生産コストがその品質
・性能・デザインなどの視点からみてあまり
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たかければ，その生産物は充分な量の需要を
その国内において確保することができないか
もしれない。外国からの同じ種類の生産物は
たちまちにして大量の需要をひきつけ，国内
市場に大きいウエイトをしめてしまうであろ
う。いいかえると，その輸入と競争するだけ
の力を日本の産業部門はもたないのである。
そのようなとき，日本の生産物が国内需要に
おいて大きいウエイトをしめるためには，何
らかの形でもってその輸入を低水準にとどめ
るための対策が必要となる。とりもなおさず，
そのことは，その生産物に関するかぎり，日
本の輸入市場における国際競争力がいちじる
しく弱いことを意味する。逆に，もし日本の
輸入競争財がつよい輸入対抗力をもつならば，
その生産物にたいする国内需要のほとんどは
この生産物によって占有されてしまうであろ
う。
　国民経済を構成するすべての産業部門が，
国際市場においてあるいは国内市場において，
おなじように国際競争力をもつということは
ありえないことである。ある一群の産業部門
は自由な国際取引市場においてその需要者を
みいだすことが不可能であるかもしれず，別
な産業部門は輸送費などの存在や嗜好のバイ
ヤスのおかげで国内市場においてかなりの需
要者を見いだすことができるが，国際市場に
までそれにたいする需要を拡大してゆくだけ
の競争力をもたないであろう。また他の一群
の産業部門は，たんに国内市場において充分
に輸入生産物と競争できるばかりでなく，国
際市場において他の国々からの生産物と競争
し，場合によってはそれらの需要水準を上ま
わる水準の需要を吸収することになるかもし
れない。国際競争力をもたない部門といって
も，その生産物そのものの性質に依存するケ
ー一 X，たとえば理髪やタクシー一などのサービ
スなどは考察の対象から除外される。そうす
ると，国内の産業部門は，（i）まったく国
際競争力をもたず，その存立が防禦的な貿易
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政策によって確保されている部門，（ii）輸
入されてくる生産物との対抗は可能であるが，
輸出部門として海外へその生産物を輸出する
ことの不可能な部門，そして，（iii）国内市
場と海外市場との区別なくすべての地域の需
要をその吸収対象として行動できるだけの競
争力をもつ産業部門一これら三つのグルー
プのいずれかに分類される。
　その国のそれぞれの産業部門がどのグルー
プのなかへ所属するかによって，その国の貿
易構造に一つの特徴があたえられることにな
るであろう。さらに，その国の産業部門のグ
ループ別の配置は，その国の各種資源および
労働力の賦存状態や生産技術，さらには各種
の資源の価格や賃金水準などに依存するであ
ろう。したがって，産業部門のそれらのグル
ープ別配置は国ごとにことなるばかりでなく，
おなじ国民経済をとっても，時間の経過とと
もに，その産業部門のグループ別の配置に変
動が生じるであろう。たとえ，そのグループ
別の配置に大きな変動はなくても，そのグル
ープ内におげる産業部門の国際競争力の序列
に入れ替りがおきるかもしれない。
　いま競争力がないグループをNとし，自由
な輸入に対抗しうるグループをSとし，国際
市場での競争力をもつグループをCとする。
産業部門の配置の変動は，このN，S，　C相
互間の移動と，そのN，S，　Cのそれぞれの
グループ内における序列の移動とからなりた
つことになる。このような移動の結果として，
その国の産業部門の配置は時間の経過ととも
にうつりかわってゆくのである。そのうつり
かわりの過程において，全体としてグループ
NからグループSへ，グループSからグルー
プCへと，総体として産業部門が移動してゆ
き，さらに，グールプCそのものの国際競争
力の水準そのものがたかまってゆくならば，
その国の輸出増加率は（そうでない場合に比
較して）全体として上昇し，国際収支は有利
に変化することになるであろう。いうまでも
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
なく，すべての産業部門を通じて一・様に国際
競争力の強化がおきることはまれである。む
しろ，そうした一様な競争力の増大よりも，
ある特定の産業部門を中心として国際競争力
が増大してゆくというのが一般的であろう。
このときにも，やはりその国の輸出増加率は
（そうでない場合に比較して）上昇するはず
である。しかも，その輸出はとくに競争力が
強化されたその一群の産業部門を中心にして
増加するであろう。
　　1）　国際競争力という概念は，独占とか価格
　　とかのように，経済学のテキスト・ブックに
　　おいて明確に定義されているようなものでは
　　ない。それにもかかわらず，ここでこの用語
　　を用いた理由は，この用語が貿易の分野にお
　　いてかなり一般的に用いられているからであ
　　る。この国際競争力は数多くの構成要因を含
　　んだ集合的な概念であり，そこには価格，品
　　質，性能，デザイン，包装，アフター・サー
　　ビス，支払方法，利子などの要因がふくまれ
　　ている。したがって，国際競争力ということ
　　を問題にするときには，じつは上述の要因を
　　それぞれ問題にすることにひとしいのである。
　　2）　日本の輸出の世界貿易にたいする弾力性
　　はつぎのようになっている。
　　　　　　輸出の世界貿易弾力性
　　　　　　世界貿易の　日本の輸出の弾　力　性　　　　　　平均増加率平均増加率　く1）÷（2）
1949～59
1952～59
1957～62
1958～62
1949～62
1961～64
5．9
．5．7
5．8
7．0
5．9
7．9
18．8
18．5
13．5
14．4
17．2
13．5
2．98
3．01
2．16
1，98
2．77
1．71
〔資料出所〕　企画庁，『所得倍増計画中間検討報告書』
　　　　および日本銀行統計局，「国際比較統計』
　　　　1966年版によって計算。
　〔2〕　輸出増加の要因
　戦後における日本の輸出は総額においてい
ちじるしい増大をしめてきたが，これはすべ
ての部門を通じて一・様におきたものではなか
った。いま，主要工業国の1953年から1964年
までの輸出の平均増加率を計算してみると，
日本については15．17パーセント，アメリカ
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については5．14パーセント，イギリスについ
ては4．68パーセント，西ドイツについては
11．90パーセント，イタリーについては12．　98
パーセントとなっている。EEC諸国だけを
とると，その輸出は平均して9．98パ・一一セント
の増加となり，低開発国の増加率はおなじ期
間に4．28パーセント，そのうち，アジア諸国
は2．28パーセントとなっている。この輸出増
加のいちじるしい相違はそれぞれの国（また
は地域）の輸出構造にねざしているものであ
るが，それはさらに輸出国および輸入国の産
業構造と需要構造とが時の経過とともにどの
ように変化してきたかに依存するであろう。
日本の輸出のいちじるしい増大は，このよう
な国内的要因と国外的要因とによって説明さ
れる。すでにさきの章でのべたように，日本
の輸出構造は世界における需要増大のいちじ
るしい部門に対応するように変動してきたが．
このことは，日本の産業部門全体がこのよう
な方向へたえず重みをかけ，傾斜しながら成
長してきたことの結果である。いわゆる工業
国と低開発諸国との輸入割合は，1950年代の
はじめにおいて前者が約70パーセントで後者
が約30パーセントとなっていたが，それから
15年をへた1964年には，前者の割合は約80パ
ーセント，後者のそれは約20パーセントへと
変化している。しかも，この工業国における
輸入の増大は，機械をはじめとする工業製品
に集中しており，総輸入にしめる機械輸入の
比率は1955年から1963年までの期間に49．2パ
ーセントの上昇を示し，総輸入にしめる工業
製品輸入の比率はおなじ期間に22．2パーセン
トの上昇となっている。そして注目すべきこ
とには，食料や原料輸入のしめる比率は，お
なじ期間にかえって21．5パーセントだけ減少
していたのである。
　日本経済が，戦後において，工業部門一
とくに機械工業部門と化学工業部門とを中心
として発展してきたのであるから，その発展
にともなって，輸出の顕著な増大がみられた
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
としてもすこしも不思議ではない。所得弾力
性の高い生産物の生産部門を中心とした経済
の発展はその意味で充分な評価をうけるに値
する。日本の工業部門の輸出は1955年から
1963年までの間に284．5パーセントの増加を
示しており，総輸出にしめる比率は，この期
間に87．0パーセントから90．7パーセントへと
上昇している。その間において，総付加価値
生産にしめる第一次産業部門の比率は約43パ
ーセントの減少，鉱業部門の比率は約35パー
第3．1表輸出増加の要因別比率
1イギリ利・ランス ドイツ ・ナ列…カ 日　　本
a）世界需要の上昇
b）纏晟蕩奏稽地域
c）シ＝アーの増大
輸出変化額
　十1．02
（十161．90）
　－0．02
（－　3．17）
　－0．36
（－　57。14）
　十〇．63
（100．00）
（1899～1913）
　十〇．39
（十134．48）
　－0．07
（－　24．14）
　－0．03
（－　10．34）
　十〇．29
（100．00）
　十〇．60
（＋63．16）
　十〇．02
（＋　2．11）
　十〇．33
（十　34．74）
　十〇．95
（100．00）
　十〇．01
（＋50．00）
　　　　0
（　　　0）
　十〇．01
（＋50．00）
　十〇．02
（　100．00）
　十〇。32
（十　74．42）
　十〇．17
（十　39．53）
　－0．07
（－　16．28）
　十〇．43
（　100．00）
　十〇．04
（十　44．44）
　－O．01
（－11．11）
　十〇．06
（十　66．67）
　十〇．09
（100．00）
a）世界需要の上昇
・櫓鵬競繊
c）シェアーの増大
輸出変化額
　一〇．86
（十　75．44）
　十〇．21
（－　18．42）
　－0．50
（十　43．86）
　－1．14
（　100．00）
（1929～1937）
　一〇．46
（十　28．57）
　－0．08
（＋　4．97）
　－1．07
（十　66．46）
　－1．61
（1∞．00）
　一〇．79
（十　51．97）
　－0．10
（＋　6．58）
　－0．63
（十　41．45）
　－1．52
（100．00）
　一〇．15
（一←　65．22）
　　　　0
（　　0）
　十〇．38
（十165，22）
　十〇．23
（100．00）
　一〇．84
（十　82．35）
　－0．04
（＋　3．92）
　－O．13
（十　12．75）
　－1．02
（100．00）
　一〇．13
（－11．50）
　十〇．06
（＋　5．31）
　十1．20
（一←106．19）
　十1．13
（　100．00）
a）世界需要の上昇
・）震晟鑛警域
c）シェアー・の増大
輸出変化額
　　十2．51
（一ト1，476．47）
　　－0．42
（－　　247．06）
　　－1．93
（－1，135．29）
　　十〇．17
（　100。00）
（1950～1955）
　十〇．95
（十155．74）
　－O．05
（－　0．80）
　－O．29
（－　47．54）
　十〇．61
（　100．00）
　十〇．70
（十　20．35）
　十〇．18
（＋　5。23）
　十2．56
（＋74．42）
　十3．44
（　100．00）
　十〇．57
（十　96．61）
　十〇．12
（一｝－　20．34）
　－O．10
（－　16．95）
　十〇．59
（100．00）
　十2．59
（十164．97）
　十〇．28
（一ト　17．83）
　－1．30
（－　82．80）
　十1．57
（100．00）
　十〇．31
（→－　33．33）
　－0．14
（－　15．05）
　十〇．76
（十　81．72）
　十〇．93
（　100。00）
a）世界需要の上昇
・櫓晟鑛警域
c）シzアーの増大
輸出変化額
　十1．76
（十298．31）
　－0．33
（－　55．93）
　－0．84
（－142。37）
　十〇．59
（100．00）
（1955～1959）
　十〇．81
（十　72．32）
　十〇．09
（＋　8．04）
　十〇．22
（十　19．64）
　十1．12
（100．00）
　十1，38
（十　44．52）
　十〇．43
（十　13，87）
　十1．29
（十　41．61）
　十3．10
（100．00）
　十〇，54
（十192．86）
　十〇．39
（十139．29）
　－0．65
（－232．14）
　十〇．28
（100．00）
　　十2．18
（十4，360．00）
　　－O．78
（－1，500．00）
　　－1．35
（－2，700．00）
　　十〇．05
（　100．00）
　十〇．46
（十　38，66）
　－0．08
（－　6．72）
　十〇．82
（＋68．91）
　十1．19
（100．00）
〔資料出所〕A．Maizels，1π伽5’廊Z　Grozvth　and　IVorld　Trade：An　Empirical　Stecdy。f’Trends　in
　　　　　Production。　Consumption　and　Trade　in　Manufactttres　from　1899－1959　with　a　discu－
　　　　　ssion　of　Probable　Future　Trends，　London，　Cambridge　Uhiversity　Press，1963，　p．200
　　　　　より計算．輸出はすべてFOBであり，単位は100万ドル。
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セントの減少，第三次産業部門の比率は2パ
ーセントの増加となっていたのにたいし，総
付加価値にしめる工業部門の比率は，じつに
32パーセントの増加を示していたのである。
　しかしながら，この日本の輸出増大がこの
世界の需要構造の推移とそれへの産業構造の
適応にのみ帰することはできない。日本の輸
出が一般的にいかなる要因にもとついて増大
してきたかということについて，これまでい
くつかの分析があるが，たとえば，A・マイ
ゼルスの資料によると，1950年代における日
本の輸出増加の82パーセントは外国市場にお
けるシェアーの拡大により，残りの18パーセ
ントがそれらの市場における需要増大などの
要因によるものであるという結果になる（第
3．1表を参照）。同じ計算によると，第一次大
戦前の1899年から1913年までについては，輸
出増加の66パーセントがシェアー拡大によっ
ており，また1929年から1937年までについて
は，シェアーの拡大は，その間の輸出増大の
要因はほとんどすべてシェアー拡大によるも
のとされている。このシェアーの増大が国際
競争力の強化に帰因するものであることはい
うまでもなく明らかである。したがって，シ
ェアー増大の比率はそのまま競争力強化の指
標とみなすことができる1）。
　おなじような視点からの分析は，P．　R．
ナルベカールによってもおこなわれている。
第3．2表をみられたい。これによると，1953
年から1957年までの日本の輸出増加は，その
71パーセントを競争力の強化によるものであ
り，残りは世界需要増加などの要因によって
いる2）。これと同一の計算方法による通商白
書（1961年版）の計算結果は1959年について
は，その輸出増加の67パーセントが競争力強
化によって説明されるものであることをしめ
している3）。
　このように，日本の輸出増大のかなりの部
分がつねにその国際競争力の強化によってい
ることは注目すべきことである。それでは，
この日本の輸出増大の要因分析を，先進工業
国である米国についておこなったときにどの
ような結果になるであろうか。さきのマイゼ
ルス（第1表）によるならば，米国の1899年
から1913年までの輸出増加にたいして貢献し
たのはほとんど世界市場の需要増大であり，
シェアー拡大（すなわち，その原因としての
競争力強化）による部分はむしろマイナスの
作用をしていた。しかし，1913年から1929年
までの期間においては53パーセントが競争力
強化によって輸出増加がおきている。ところ
が，1929年から1937年までの期間については，
輸出が減少しており，その減少の大部分は世
界市場の縮少によって説明されている。しか
し，1937年から1950年までの期間については，
輸出増加の28パーセントは競争力強化によっ
ている。ところが1950年から1955年までの輸
出増加を説明するものはやはり世界需要の上
第3．2表　輸出増加の要因別分析（1953～1957）
旨ヒ 学睡械と蜘設備 他の工業製品　　工業製品の総計
a）世界需要の上昇
　品目および地域b）　構成の変化
c）競争力の強化
輸出変化額
十26（＋　4．27）
十　9
（十　14．29）
十28（一ト　44．44）
十63（100．00）
十80（十18．18）
十42（＋　9．55）
十318
（十　72．27）
十440
（100．00）
十334
（十　33．74）
－63
（－　6．36）
十719
（十　72．63）
十990
（　100．00）
　十441
（十　29．54）
　－12（－　0．80）
十1，065
（十　71．33）
十1，493
（　100，00）
〔資料出所〕 P．R．　Narvekar，‘‘The　Role　of　Competitiveness　in　Japan’s　Export　Performance，”1954－
1958，IMF，　Staff　Papers，　No．8，1960－1961による。
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昇であり，競争力はマイナスに作用している。
いいかえると，米国の輸出競争力は他の国に
比較して相対的に低下し，そのために，世界
需要の増加によって誘発されたはずの輸出が
確保されなかったのである。この傾向は1955
年から1960年にいたる期間についてもほとん
どそのままあてはまっている。また，さきの
通商白書（1961年版）にしめされているナル
ペカール方式による計算結果によっても，
1959年における対前年の輸出増加額は，もし
輸出の国際競争力が中立的な影響をあたえる
としたときにえられるはずの輸出増加額のわ
ずか45パーセントの水準にしか達していない
ことがしめされている。そうした結果になっ
ているのは，おそらく，米国の輸出の国際競
争力が低下し，そのために本来えられたはず
の水準以下に輸出が低下したからであろう。
　このようにみてくると，米国の輸出の国際
競争力は，とくに戦後の1950年以降について
は，つねに相対的に低下していたわけである。
それにたいし，日本の輸出競争力は，20世紀
にはいって以来，一貫してその輸出増加の大
きい部分を説明しており，とくに，戦後にお
いてその傾向はかなり支配的となっている。
それでは，一体ヨーロッパはどうなっていた
のだろうか。さきの日本の総輸出におけるそ
の輸出比率の動きからみても，米国との対比
においても，この点は興味あるところである。
戦後について，おなじく1950年代の前半と後
半とをとってみると，前半ではイギリスとフ
ランスとを除くと，他のヨーロッパ諸国（共
産圏を除く）では，競争力の強化は輸出増加
に約50パーセントほど貢献している。1950年
代の後半では，イギリスのみが競争力の相対
的な低下にみまわれており，他の国を平均す
ると輸出増加の35パーセントは競争力強化に
よっている。したがって，米国に比較して，
ヨ・－mッパ大陸の諸国は平均してかなり競争
力が強化されていることになる。
　この点は，ナルベカールの方法による計算
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結果によっても確認される。1959年について
みると，イギリスの場合，競争力の弱体化に
よる輸出の推定される減少はかなりの量に達
している。たとえ，競争力の強化がなくても，
その強化さえなかったならば，その輸出の対
前年増加率は88パーセントの増加となってい
たであろう。いいかえると，現実の輸出の増
加は，競争力の弱化がなかったとした場合に
期待される水準のほとんど53パーセントの水
準にしか達していないのである。さきの通商
白書の計算資料にもとついて計算した結果は，
ドイツ，フランス，イタリー，ベルギーの4
力国の輸出増加のうち競争力強化によるとみ
なされる部分は，その32パーセントとなって
いる。この4力国でもってヨー一一．ロッパ大陸を
代表させるわけにはゆかないが，しかし，イ
ギリスを除くと，ヨーロッパはその競争力を
たかめており，しかもそれが輸出増加の3分
の1以上を説明していることは留意しておく
価値のあることである。
　これらの資料はいずれも1960年までのもの
であるけれども，この傾向が1960年代にはい
って急激に逆転したと推測される理由はあま
りない。したがって，今後とも日本の輸出は
依然として高い成長率でもって増加をつづけ，
しかも，そのかなりの部分が競争力の蓄積と
増大とにもとついているであろう。他方，こ
れまでのところ，米国の輸出増加はまったく
世界経済の成長にもとつく需要の拡大に依存
しており，その輸出競争力の弱化による輸出
減少効果は世界需要拡大による輸出増大効果
をかなりの程度まで相殺してしまっている。
したがって，これからの見通しは，この二つ
の効果の強弱に依存することになるであろう。
　　1）マイゼルスの計算結果はつぎのようなや
　　り方にしたがっている。いまee　i国からある
　　外国市場にたいするある特定の財の輸出をX，
　　その外国市場におけるその財の総輸入をX，
　　とすれば，第i国の輸出シェア・“一“は了（1・Ei
　　S）によってあらわされる。したがって，第
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0期から第1期にかけてのas　i国のその財の
車前出増カロ‘ま，
　　X一X。＝SiX一SoXO
とあらわされる。総輸出の増加はΣX，一
Σ】Xoであるから，上式を用い，かつ変形し
て，
　　Σx・一Σx・＝＝（Σ・・x・（Σ璽一1ΣXo）〕
　　　　　・〔Σ・・x・一Σs・x・（景）〕
　　　　　　　　　　・〔Σ・，x・一Σ・・x・〕
のようにすることができる。この右辺の第1
項はa）「世界貿易の増加」による部分をあ
らわし，第2項はb）「品目および地域構成
の変化」による分布をしめし，第3項はc）
「シェアーの変化」による部分をあらわして
いる。　くわしくは，Maizels，　pp，198～199
をみられたい。
2）　ナルペカールの方法も，本質的にはマイ
ゼルスの方法とおなじである。まず，第0期
の輸出額をXo，世界の平均増加率9とする
と，世界需要の増加による部分は
　　a）dXa＝9・X。
となる。個々の品目の第0期の輸出額をXゴo，
輸出増加率を9iとすると，品目および地域
構成の変化による部分は，
　　b）dXb＝Σ】9乞・κゴo－q．　・Xo
となる。実際の輸出増加をdXとすると，国
際競争力による部分は，
　　C）dXc＝dX－dXα一dXb
となる。
3）1959年における輸出増加は，1，981であ
り，そのうち701は世界需要の増加によるも
のであり，約35パーセントをしめている。競
争力強化による部分は1，330で約67パーセン
トの割合をしめている。品目および地域構成
の変化による部分は一一50であって，この部分
はマイナスとなっている（「通商白書』前掲，
P．432）。
〔3〕　国際競争力の決定要因
ところで，輸出競争力における日米両国の
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このような動きの背後には，当然のことなが
ら，それをもたらしている各種の経済的条件
が存在しているわけであるが，この経済的条
件に目をむけることにしよう。そのために，
まず国際競争力を決定している要因について
説明を加えておくことが必要である。
　この国際競争力の変化を決定するもっとも
重要な要因は輸出財の価格の変化である。し
かも，その価格の変化は競争相手国の輸出財
の価格の変化に比較しての大きさが問題であ
る。しかし，そればかりが要因ではない。そ
の国が輸出するにあたって提供できる延べ払
い条件などもかなり重要な要因であろう。一
般に価格の変化に直接の関係はないが，しか
し，国際競争力に影響をあたえるものを価格
外要因とよび，それら要因によって形成され
る競争力を価格外競争力とよぶ。国際競争力
は，輸出財価格の相対的な低下によって形成
される価格競争力と，いま定義した価格外競
争力との二つのものから構成されている。そ
の国の供給しうる生産物の品質や性能が他の
国のそれに比較してかなりすぐれているとき，
あるいは，つぎからつぎへと新しい性能をも
つ新製品を創出し，それを大量に供給するこ
とができるとき，その国は明らかに強力な輸
出競争力をもつことになるであろう。さらに，
輸出のための販売組織網や広告能力などをふ
くむ販売能力の格差もこのなかにはいる重要
な要因である。
　この価格外競争力はきわめて重要ではある
が，しかし，基本的には価格競争力が国際競
争力の主たる決定要因とみなしてさしつかえ
ないであろう。それでは，この価格競争力を
決定する要因は何であろうか。通常，価格競
争力の決定要因として，
　（i）生産関数のシフトー労働生産性が
　外国に比較して相対的に上昇しているかど
　うか，
　（ii）生産要素の価格一賃金をはじめと
　する生産要素価格が相対的に上昇していな
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　いかどうか，
　（iii）　課税一輸入課程政策あるいは各種
　の補助金政策が外国にくらべて有利におこ
　なわれているかどうか，
　の三つをあげることができるであろう。こ
れら三つの要因のうち，課税または補助金の
問題は一括していわゆる関税政策としてとり
あげることができる。ただし関税政策は戦後
あの価格競争力の変化に重要な影響をあたえ
てきたとは考えられないので，ここでは取り
扱わないことにする。もっとも，関税のあた
える効果には直接的なものばかりではなく間
接的なものも含まれる。したがって，直接的
な効果にのみ着目する単純な分析では関税効
果は解明できない性質のものであることをつ
け加えておこう。（iii）については，近似的に
は賃金のみをとりあげてもよく，場合によっ
ては卸売物価水準をとりあげてもよいであろ
う。したがって，労働生産性と賃金とは中心
的な役割を演じることになる。
　この価格競争力がどれぐらい各国の輸出増
加を決定する力をもっているであろうか。
　価格競争力の変化は競争関係にたつ各国の
あいだの輸出価格の相対的な変化によってあ
らわされる。このような考察にもっとも適し
ているのはいうまでもなく製造工業品である。
そこで，日本，アメリカ，イギリス，フラン
ス，西ドイツその他のいわゆる先進工業国お
よび準先進工業国をとりあげ，その製造工業
製品の輸出量の変化とその輸出価格の変化と
の関係をみることにしよう。ただし，製造工
業製品の輸出量とその価格とを何の操作もな
しに直接に対比させると結果にバイヤスが生
じる。それは世界全体としての工業製品需要
の変化の影響が介入するからである。しかし，
影響要因はそればかりではない。おなじ工業
製晶といっても，その品目によって需要の増
減の度合いがことなるばかりでなく，その価
格変化の影響の程度もことなる。したがって，
需要品目の構成の変化は輸出価格に変動がな
くとも輸出を変動せしめる。そこで，それら
の点を考慮するため操作をおこなうが，この
ような手続きの詳細は，さしあたってここで
は必要でないので省略することにしたい1）。
　　第3．3表　輸出増加比率と輸出価格変化率
　　　　　　　　　　　　　　（1948～1953）1
? ?
????????ヵ??? ????? ???? 【????????? ィー? ? ?
輸出増加1輸出価格
比　率2変化率
224
997
99
86
83
94
94
123
66
70
70
79
89
89
92
96
101
102
106
129
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〔資料出所〕J．　M．Fleming　and　S．　C．　Tsiang，
　　　　　‘℃hanges　in　Competitive　Strength
　　　　　and　Export　Shares　of　major　Ind．
　　　　　ustrial　Countries”，　IMF，Staff　Pa－
　　　　　pers，　voL　V．，　No．2．，1956（Aug．）．
　　　　　1．1948＝100とした1953年の指数であ
　　　　　　る。
　　　　　2．　輸出は数量であり，おなじく1948＝
　　　　　　100とした指数である。
　上の第3．3表は，1948年から1953年までの
期間をとり，主要工業国10力国について製造
工業製品輸出をとりあげて，各国の輸出量と
輸出価格の増加率とを表示したものである。
これら主要工業国について計算された指数は，
1948年以降の各国の輸出増加とその期間にお
げる輸出価格の変化との間にはかなり有意な
関係が存在していることをしめしている。こ
のことは第3．1図をみるとより一層明らかと
なるであろう。ただし西ドイツの輸出増加率
は異常に高い。この西ドイツのおどろくべき
輸出増大は，他のヨーロッパ，アメリカ両大
陸の先進工業国の平均的傾向からはいかにも
かけ離れている。またフランスも輸出価格の
上昇程度に比してかなり輸出が増加している。
しかしそれ以外の国については，平均的傾向
からのそれほどいちじるしい離脱はみられな
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第3．1図
1000??
??
o
輸出増加比率と輸出価格変化率
　　　　　　　　（1948～1953）
60　　70　　80　　90　100　ilO　　f20　f30　　140
　　　輸出イ面格蛮ニイヒ率
註：図表における番号は第3．3表の国名の番号に同じ。
い。
　1955年以後は世界的にみて一・一一応戦後的現象
のうすれた時期であるので，それ以後の期間
について同様の計算をしてみることが必要で
第3．4表輸出増加比率と輸出価格変化率
　　　　　　　　（1958～1961）1
国
?
????????????ー
箆出裂轄騰
133．08
102，64
109．83
98．94
99．08
112．85
118．02
89．39
99．30
83．57
91．75
107．84
90．36
95，28
95．28
95．28
96．21
97．24
97．24
99．20
100．19
101．17
102．15
115．10
〔資料出所〕　U．N．　Yearbook　of　Jnternational
　　　　Trade　Statisticsの該当年次のデータ
　　　　を用いて計算。
　　　　1．1958年二100とした1961年の指数で
　　　　　ある。
　　　　2．　ここでの輸出は輸出額を意味してい
　　　　　る。
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ある。そこで1958年から1961年までの期間に
ついて同様の考察をしてみることにした。
1958年を100として1961年の輸出量および輸
出価格を計算してみると第3．4表のようにな
る2）。
　この計算結果によると，米国の1958年にた
いする1961年の輸出増加比率は91．75である
のにたいし，日本の比率は118．02である。そ
れに対応する輸出価格変化比率は，米国につ
いては102．15であり，日本については97．　24
となっている。つまり，あきらかに，輸出価
格の変化率と輸出増加比率とのあいだには逆
相関の関係が成立している。いいかえると，
この期間における両国間の相対価格の変化は，
米国を100とすると，日本は95．2となってい
るが，これは日本の輸出競争力の相対的な強
化とみなしうる。この強化を反映して，輸出
増加比率は米国を100とすると，日本は128．6
となっている。明らかに，日本の輸出は価格
競争力の強化によってその輸出を相対的に増
大させている。
　ヨP一ロッパについてみると，イタリーは輸
出価格の変化率90．36にたいして輸出増加比
率133．08，ドイツについては，前者が97．24
であり，後者が112．85となっている。ベルギ
ー・ 泣Nセンブルグでは，前者が95．28で後
者が102．64となっている。ただし，イギリス
とフランスはいくらかこの傾向からはずれて
いる。オランダについては，輸出価格変化率
が95．28であるのにたいし，輸出増加比率は
109．83となっていて，やはり，他の国と同じ
ような結果となっている。
　これら全体の関係をみるために，輸出価格
の変化率と輸出増加比率との関連をグラフに
描いてみると，第3．2図のようになる。さき
の第3．1図とともに，この二つの経済要因の
あいだには，かなり明瞭な関係がみいだされ
る。さきに述べたとおり，ここでの輸出増加
率は総需要の増加や輸出品目の構成変化によ
る影響を除去したものであるから，主として
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第3．2図　輸出増加比率と輸出価格変化率
　　　　　　　　　　　　（1958～1961）
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　at　：図表における番号は第3・4表の国名の番号に同じ。
輸出価格変化の影響を反影している。したが
って，以上の結果は，輸出価格の下落が国際
市場における価格競争力の強化と輸出の相対
的増大につながり，輸出価格の上昇が価格競
争力の低下と輸出の相対的減少につながって
いる状況をかなり明瞭にしめしているといえ
よう。
　〔註〕
　　1）その手続きそのものについては，」．M．
　　Fleming　and　S．C．　Tsiang，‘‘Changes　in
　　Competitive　Strength　and　Export　Sha・
　　res　of　Major　lndustrial　Countries，”IMF，
　　Staff、PaPers，，　voLV，　No．2，1956をみら
　　れたい。この論文における，フレミング・チ
　　ャンの分析の狙いは価格競争力の変化を計量
　　的に把握することである。品目構成の変化や
　　総需要の増加がもたらす輸出増加へ影響を差
　　しひいてゆくという考え方はさきのマイゼル
　　ス等とおなじであるが，その方法はかなりこ
　　となっている。
　　2）　この第3．4表の計算は本文にものべたと
　　おり，フレミング・チャンの方法にしたがっ
　　ている。ただし，輸出数量の品目別データが
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えられないために，輸出額そのものを用いざ
るをえなかった。したがって，フレミング・
チャンのものとそのまま対比することはでき
ない。なお，この表の計算は田部井達夫氏
（日本不動産銀行）の試算によるものである。
IV　価格競争力と比較生産費の原理
　〔1〕労働生産性の上昇と輸出
　そこで，つぎの問題は，この価格競争力を
決定する要因にまでさかのぼって事態を解明
することである。さきに，価格競争力を決定
する三つの要因をあげたが，そのうち，労働
生産性と賃金との動きがもっとも重要である。
しかし，この労働生産性はひとりでに変化し
てゆくものではない。それはその国民経済が
どれぐらいの資本蓄積能力をもっているか，
また，どれだけの技術開発能力と開発された
技術を産業へ吸収する能力をもっているかに
依存する。その上，技術開発とそれの産業へ
の吸収が，価格外競争力の強化にもつながっ
てくることは明らかである。新製品の開拓に
しても，性能や品質の向上にしても，技術進
歩なしにはおこりえない。したがって，技術
進歩は設備投資を媒介として産業に吸収され，
それにもとついて，労働生産性の上昇，新製
品の登場，性能の向上と品質の改善が実現さ
れ，さらに，その結果として国際競争力が強
化されるという関連になっているのである。
　いま，1958年を100とした1961年の労働生
産性の上昇比率を日本と米国についてとって
みると，それぞれ126．1と114．3となっている。
それに対応する期間の輸出増加比率は，すで
にしめしたように，日本が118．0，米国が91．8
となっていた。したがって，労働生産性の上昇
比率は輸出増加と深い関連をもっていること
がわかる。この関連はヨーロッパ諸国につい
てもほぼあてはまる。たとえば，オランダの
労働生産性の増加比率は117．2であり，その
輸出増加比率は109．8となっている。フラン
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スについては，前者が115．1，後者が107．8で
あり，ベルギー・ルクセンブルグについては
前者が114．7で後者が94，イギリスについて
は前者が108．　5，後者が89．4となっている。
労働生産性の上昇率と輸出増加率との序列は
きわめて明瞭である。
　他の諸国をもふくめて，この労働生産性の
上昇率と輸出増加率との関連をみてみるため
に，すこしサンプルをふやしてみると，両者
の関係は第4．1図のようになる。このグラフ
においては，輸出増加率は単純に1955年を
100とした1960年の輸出額であり，フレミン
グ・チャンのケースのような操作をほどこし
ていない1）。また，労働生産性は付加価値生
産性であり，おなじく1955年を100とした
1960年の値である。イタリーとビルマがいく
らか全体の傾向からかけ離れていることを別
にすると，各国の労働生産上昇率と輸出増加
率とのあいだにはっきりとした関連のあるこ
とがわかる。労働生産性の上昇率のたかかっ
た国ほど，その輸出増加率もまた大きい。日
本はイスラエルとともにきわめて高水準の国
となっている。
　それでは，どの産業部門の労働生産性の上
昇がとくに大きかったのであろうか。国際競
争力というのは相対的なものであり，またす
べての部門にわたって平等に生産性が上昇す
るわけではないから，産業部門ごとにさらに
詳細に考察することが必要である。その場合，
すべての産業部門について数多くの国をとり
あげることは資料の都合もあって困難である。
そこで資料の入手が容易であるということと，
日本の貿易にとって大きいウエイトをしめて
いるということとの二つの理由から，とくに
日本とアメリカとをとりあげ，その両者につ
いて産業部門をわけて分析してみることにし
よう。
　産業部門は『工業統計表』の分類にしたが
い，食料品，繊維，衣類，木材製品，皮革製
品，紙・パルプ，ゴム製品，化学製品，窯業
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第4．1図　各国の輸出と労働生産の増加比率
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〔資料出所〕　U．N．，　Statistical　Yearbook及び
　　　　U。N。，　Patterns　of　lndustrial　Gro・
　　　　wth，1938－1958より計算。これは1955
　　　　年を100とした1960年の輸出額，労働生
　　　　産性および賃金である。ただしとれない
　　　　ものについてはその前後の年を用いた。
　　　　しかしいずれも増加比率であるので，そ
　　　　れによって結果が大きな影響をうけるこ
　　　　とはないであろう。なお，グラフ中の番
　　　　号は下記のとおりである。
1エチオピア
3カ　ナ　ダ
5日　　本
7アイルランド
9ルクセンブルク
11オランダ
13ポルトガル
15ユ　ー　ゴ
2アラブ連合
4　イスラエル
6デンマーク
8イタリー
10マ　ル　タ
12ノルウェ・・－
14イギリス
16ビ　ル　マ
製品，金属（第一次），金属製品，一般機械，
電気機械，輸送機械の14個の部門にわけるこ
とにする。これらの産業部門ごとに，まずア
メリカの労働生産性にたいする日本の労働生
産性の比率として定義される日米労働生産牲
比率を計算し，これと両国の輸出比率とを部
門別に対応させる。この場合，労働生産性は
各産業部門の実質付加価値をその部門の従業
者数で割ったものである。この実質付加価値
生産性を公定レートによりドル換算するが，
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これは一種の購買力平価（purchasing　pow－
er　equivalent）による生産性の評価とみなし
うるであろう2）。また，輸出比率は，両国に
ついてそれぞれの部門別輸出（ただし，日米
相互間の輸出をさしひいてある）をその国の
総輸出によって除した比率をとり，さらにそ
の比率を両国の対応する部門ごとにアメリカ
を100とした数値になおしたものと定義した。
つぎに，1954年から1957年までと1957年から
1960年までの二つの期間をとり，それぞれの
期間ごとに，これらの部門別の労働生産性比
率と輸出比率について，変化比率をとる。こ
れは，各産業部門の労働生産性と輸出との増
加比率がアメリカの対応する産業部門のそれ
に比してどのぐらいの水準になっているかを
示すであろう。この計算結果にもとついて労
働生産性比率の変化と輸出比率の変化とを分
類したのが第4．1表である。
　第4．1表　労働生産性比率と輸出比率との変化
dv＞0 1　dvく・
（1）　1954～1957
dx＞0
dx＜0
犠・パルプ・輸送鰍電気機ゴ・製品
窯業製品，金属（第1次），金属
製品，一般機械，皮革製品，繊
維，衣類，木材製品，食料品，
化学
（2）　1957～1960
dx＞0
dx＜0
衣類，木材製品，皮革製品，化
学，金属（第1次），一般機械，
電気機械，金属製品
繊維，窯業製品，パルプ，紙，
輸送機械，食料品，ゴム製品
　この表において，dv＞0（〈0）は日本の労
働生産性上昇率が米国のそれよりも高かった
（低かった）ことを示し，dx＞0（＜0）は日
本の輸出増加率が米国のそれよりも高かった
（低かった）ことを示している。この表はき
わめて興味深いことを示している。いま，
1954年から1957年までの3年間と1957年から
1960年までの3年間とを比較すると，輸出比
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率の上昇した部門数は後者においていちじる
しい。しかも労働生産性比率と輸出比率とが
米国に比してともに上昇しているグループの
なかに重化学工業製品のほとんどがはいって
いる。このことは，労働生産性比率の上昇と
輸出比率の上昇とがとくにどのグループの産
業部門で生じたかを明らかに示してくれる。
いいかえると，このことは，日本がこれらの
期間をとおしてしだいに重化学工業部門の国
際競争力を強化し，米国に比して相対的に重
化学工業製品の輸出を増大させてきたという
ことを示している。
　〔註〕
　　1）輸出について，世界需要の上昇や品目構
　　成の変化の影響を調整していないという意味
　　である。
　　2）実質値換算のためデフレーターは卸売物
　　価を用いた。日本については週間卸売物価指
　　数（1955～1957年平均基準）を用い，アメリ
　　カについてはU．S．，　Statistical　Abstract
　　に掲載の卸売物価指数を1955～1957年平均基
　　準に換算しなおして使用した。
　〔2〕比較生産費の原理の視点からの分析
　これまでの労働生産性の上昇と輸出増加と
の日米比率の分析に付随して，日本とアメリ
カとの輸出比率と労働生産性比率について，
産業部門別に考察をおこなっておくことにし
よう。前節において，日本の重化学工業部門
における労働生産性の増加は，アメリカのそ
れに対比して大きく，しかもその輸出が相対
的に増大していることが明らかにされた。し
かし，それは時間の流れにそって考察される
ときにのみいえることである。ある特定時点
をとって分析するときには，日本の重化学工
業部門の輸出比率は，軽工業部門の輸出比率
に比して，なお低い水準にある。また，日本
とアメリカとの相互輸出をとりあげてみると，
日本は賃金水準の低い部門の生産物を傾向的
により多く輸出している。以下，これらの点
についてすこし詳しく説明しよう。いうまで
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もなく，これは比較生産費の原理の視点から
の輸出構造の分析を意味している’）。
　この労働生産性比率を1954年，1957年，
1960年の三つの時期について計算した結果は
第4．2表に示されている。この表を一見して
気づくことは，日本の労働生産性はアメリカ
に比較して一一様にひくいということである。
しかし，この労働生産性比率は重化学工業部
門と軽工業部門とに分けてみると，どの年を
とっても前者の水準は相対的に高い。すなわ
ち，化学，金属（第一次），電気機械，一般
機械，輸送機械，紙・パルプにおける労働生
産性の平均値とそれ以外の部門の平均値は次
の第4．3表に示すとおりであり，その両者の
開きは次第に大きくなっていることがわかる。
いいかえると，重化学工業部門における労働
生産性の相対的上昇率は軽工業部門における
上昇率よりも大きい。
　これに対応する輸出比率は次の第4．　4表に
　　　第4．2表　実質労働生産性の日米比率
第4．3表　実質労働生産性比率の部門別平均
障化学工業隆れ以撃
1954
1957
1960
15．33
18．55
22．65
14．55
14．44
16．06
1・954・・S7　1・96・
〔資料出所〕　第3．6表より計算
　　　　第4．4表　輸出の日米比率
・9541　・9S71・96・
1食　　料　　品
2繊　　　　　維
3衣　　　　　　服
4木材・木製品・家具
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6　ゴ
7化
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??????? ?
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10金
11機
12電
13輸
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324．35
199．18
66．92
74．34
50．96
377．89
351．50
144．56
49．78
27．61
34．85
42。51
53．34
72．54
135．52
48．98
329，83
181．50
124．14
28．52
47．98
133．8
70．17
968．39
642．06
119．88
62．34
140．93
52．45
05．17
191．39
136．15
40，03
105．42
5　100．36
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14．59
16．40
13．32
12．76
15．84
17．05
16．90
14．79
17．61
12．92
12．39
16．17
13．09
13．29　13．72
17．49　21．38
13．4　17．02
10．65　14．21
16．39　18．87
16．74　14．61
14．49　20．56
14．90　15．56
23．72　26．76
14．62　15．92
15．46　20．5
20．45　26．94
20．8122．21
〔資料出所〕通商産業大臣官房調査統計部編r工業統
　　　　計表』，U．S．　Department　of　Com．
　　　　merce，　Statistical　Abstract　of　the
　　　　　United　Statesより計算。実数値計算
　　　　　のためのデフレーターは卸売価格を用い
　　　　　たが，日本については週間卸売物価指数
　　　　（1955～1957年平均基準）を用い，アメリ
　　　　　カについてはStatistical　A　b“tract　aこ
　　　　掲載の卸売物価指数を1955～1957年平均
　　　　基準に換算しなおして使用した。
〔資料出所〕　U．N．，　Yearbook（ゾInternational
　　　　Trade　Statisticsより計算。
　　　　　周知のごとく，産業分類と貿易分類と
　　　　　は異なっているので，輸出は前者にあわ
　　　　せて再分類される。
　　第4．5表　輸出比率の部門別平均値
1重化学工剰釜の橡
1954
1957
1960
96．97
85．56
92．00
401．01
337．29
340．39
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〔資料出所〕第3．8表より計算
示されている。なお，輸出は日米を除外した
第三国市場への輸出である。一見して明らか
なように，輸出比率は部門によりかなり相違
がある。これをやはり同じく重化学工業部門
とそれ以外の部門とに分けて平均をとってみ
ると，第4．5表に示すごとくになる。労働生
産性比率の場合とは対照的に，重化学工業部
門の輸出比率はそれ以外の部門の輸出比率に
くらべると著しく低い水準にある。
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第4．2図　輸出比率と労働生産性比率との対比
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　　　　実質労働生産牲比率
　いま，1960年をとって労働生産性比率と輸
出比率とを対比させグラフに描いてみると第
4．2図のごとくになる。全体としての点の散
らばりはほとんど両者のあいだに意味のある
関係がないかのような印象をあたえる。しか
し，これらの点は重化学工業部門の一群とそ
れ以外の部門の一群との間に明瞭にわかれて
おり，しかも，それぞれのグループごとに労
働生産性比率と輸出比率との間にかなり明瞭
な相関関係がみいだされる。すなわち，重化
学工業グループについては，
　　10gxh＝－2．31十3．1210gvh　r＝0．763
　　　　　　　　　（1．10）
となり，また軽工業部門については，
　　log　xt＝－4．76十5．9210g　vt　ア＝0．904
　　　　　　　　　（1，12）
という結果がえられる。ここで，Xは両国の
輸出比率，Vは両国の労働生産性比率，添字
hは重化学工業部門，1は軽工業部門をあら
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わす1）。この相関係数および係数の標準誤差
はいずれも有意である。
　1954年および1957年についても労働生産性
比率と輸出比率との関係を計算してみたが，
1954年については有意な関係が得られなかっ
た。しかし，1957年については弾性値の信頼
度もたかい結果がえられた。すなわち，
　　log　xh＝：－1．85十2．7210g　vh　一ア＝0．695
　　　　　　　　　（1．14）
　　log　xl＝－3．31十4．2610g　vl　”ア＝0．628
　　　　　　　　　（2．25）
である。
　このように，重化学工業部門とそれ以外の
工業部門とにおいて相異なった構造がみられ
たということの理由としてつぎの点が考えら
れる。例えば，品質，デザイン，規格，性能
など生産物そのものの物理的要因，金融条件，
広告活動，イメージ，アフター・サービス等
の販売政策上の要因などによって，日本の重
化学工業製品に対する需要はアメリカの重化
学工業製品よりも総体的に国際取引上「不利
な」立場にたっているということが考えられ
る。また，日本とアメリカとでは輸出される
重化学工業品の内容が異なることも考えられ
る。容易に想像できるように，こうした要因
が存在するときには，労働生産性比率が同一
水準にあっても，重化学工業製品の輸出は軽
工業製品の輸出に比較して相対的に低水準に
とどまることになるであろう2）。このように，
重化学工業部門と軽工業部門とにわかれたけ
れども，しかし，それぞれのグループ内で労
働生産性比率と輸出比率との間に一定の関係
の存在することが確認された。ただ，それぞ
れのグループ内といっても，産業分類が大ま
かなので，サンプル数がきわめてすくない。
そこで，さらに，産業分類をこまかくわけて
考察してみることにしたい。そのために，か
なり細かい分類を用いることにした。また，
われわれの関心は日本の経済成長と輸出増大
の主導部門にあるので，とくに分析を重化学
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
工業にしぼることにしたい。
　そこで，まず，「重化学工業」部門にはど
のような生産部門がふくまれるか，というこ
とであるが，ここではつぎの生産物を「重化
学工業」製品とよび，それらの生産部門を
「重化学工業」部門と定義しておくことにし
よう。
　1　無機工業製品，有機工業製品（合成樹脂，
　　可塑物を除く）
　2　合成樹脂，可塑物，化学繊維
　3　医　薬　品
　4　石けん，界面活性剤，香料，化粧品，その
　　他の化粧用調製品，洗じょう剤等???????塗　　　料
天然樹脂製品，木材化学製品
化学肥料
石油製品，石炭製品
鉄　　　鋼
非鉄金属
ボイラ・・一，原動機
農業用機械（農器具を除く）
建築機械，鉱山機械（建築用・農業用・運
　　搬用トラクタ・一一含む）
　14　金属加工機械
　15　繊維機械，特殊産業機械（金属加工機械を
　　除く）
　16　一般産業用機械，装置
　17　事務用，サービス用および家庭用機械器具
　18　発電用・送電用・配電用および産業用電気
　　機械器具
　19通信機械器具，同関連機械器具（ラジオ等
　　受信機を除く）
　20　電子管，半導体素子
　21　自動車・同付属製品
　22　船　　　舶
　23　鉄道車輌・同部分品
　24　自転車，リヤカー，同部分品
　25計量器，測定器，試験機械，測量機械器具
　26　時計，同部分品
　分析手続きは，14部門分類の場合と同じ
ように，労働生産性と輸出についてそれぞれ
産業部門別に日米比率をとり，対比する。そ
れらの比率の内容はさきの場合とまったく同
じである。したがって，ここでも輸出は日
本とアメリカとを除いた第三国市場への輸出
である。日本とアメリカの相互輸出について
は後にふれるであろう。労働生産性比率を輸
出比率へ対比させ，相関をとってみよう。た
だし，労働生産性比率の変化の影響は一年後
の輸出比率にあらわれるものと考える方がよ
いから，両者のあいだに1年のタイム・ラッ
グをとった。したがって，たとえば1959年の
労働生産性比率（v59）には1960年の輸出比率
（X6a）が対応する。推計の結果はつぎのよう
になる。
　　109x6。＝－6．64十3．9910gv59　一ア＝0．72
　　　　　　　　　　（0，94）
　　logx6、＝－6．35十3．6510gv60　7＝0．71
　　　　　　　　　　（0．89）
　　109x62＝－6．98十3．7010gv6i　一ア＝0．58
　　　　　　　　　　（1．20）
　この結果は，覚働生産牲比率が輸出比率を
かなり説明していることを示している。一般
的な傾向から極端に逸脱していると思われる
いくつかの品目は除かれているが，これらの
除去された品目の輸出がその国の重化学工業
品の輸出にしめるウエイトが高ければ上の結
果はあまり意味がない。そこで除去されなか
った品目の輸出が重化学工業品の輸出にしめ
る比率を両国についてそれぞれとってみると
つぎのようになる。
第4，6表輸出品目の採用比率（％）
1・ 利…　カ
1960
1961
1962
85．9
87．1
88．3
60．7
70．8
73，9
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　この表からもあきらかなように，採用され
た品目の比率はかなり高い。したがって，品
目別にみた労働生産性の二国間の相対格差が
大きい生産物ほど輸出の相対格差もまた大き
いという関係は，かなり明瞭に確認されたと
みてよいであろう3）。
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
〔註〕
　1）　この点についての理論的な分析について
　は，日本経済調査協議会編の『わが国産業の
　国際競争カーいかにして技術進歩を実現す
　るか一』調査報告66－1，1966年4月，第4
　章，238～258頁をみられたい。なお，この第
　4章は筆者が担当したものである。
　2）その他の要因として考えられるものは資
　料の性質と資本・労働比率の相違などである。
　この点については後者の理由は現在のケース
　ではあてはまらない。いずれにせよ，本文中
　の理由の方が重要と考えられる。
　3）　この重化学工業を中心とする分析のより
　詳細な展開については，渡部福太郎「価格競
　争力と日米輸出構造の分析」，r世界経済評論』，
　1966年7月を参照されたい。
れらの配列がそれぞれの品目の生産部門の労
働生産性の相対的水準や賃金の相対的水準に
よってどの程度まで説明されるか，または説
明されないかを検討してみる。
　品目をかなり細かく分類しないと，このよ
うな目的の分析には役立たないので，可能な
かぎり品目を細かくとって検討してみること
にした。いうまでもなく，分類を細分化する
と，どうしても，日本からアメリカへは全く
輸出していないがアメリカから日本へは輸出
しているもの，あるいはそのまったく逆のケ
ースなどがでてくるが，このような晶目は当
面の分析からは除外することにしたい。品目
を極端にこまかく分類するならば，結局にお
第4．3図
　〔3〕　日米間の相互輸出
　そこで，つぎに，日本とアメリカとのあい
だの相互輸出をとりあげて（あよう。これまで
は日本とアメリカとを除いた第三国へ向けら
れた輸出を対象としたのであるが，そこでは
第三国の市場における両国の輸出のウエイト
が問題とされ，それがどの程度まで，労働生
産性の相対水準によって影響されているかと
いうことが分析の中心課題であった。しかし，
これだけでは比較優位の視点からの輸出分析
は充分には果されない。相互輸出を除外した
のは，それがそれぞれの国の貿易政策によっ
て一関税，自由化率，制限の度合い，その
方法など一いちじるしく影響をうけるから
という理由である。そこでこの相互輸出につ
いて分析するためには，できるかぎり，そう
した要因による撹乱のすくない時期を選ぶこ
とが必要である。しかしながら，関税のない
時期というのは絶無であるから，ここでは貿
易制限が比較的にゆるい時期を対象として選
ばなければならない。以下においては，1961
年から1962年までの期間を選んでその時期に
おいて日本とアメリカとのあいだの相互輸出
が晶目別にどのような状況になっており，そ
42
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第4。7表　相互輸出，労働生産性，賃金の日米比率
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〔資料出所〕　日本については，大蔵省関税局TH本貿易年表』の該当年次の資料を用いて輸出を集計し，アメリカ
　　　　については，United　States　EXPorts　of　Domestic　and　Foreign　Merchandise：Commo－
　　　　dity　by　Coantry　of　Destination，　U．　S．　Depart皿ent　of　Commerceの該当年次の資料より
　　　　集計した。また品目は，資料の都合上，Statistical　Abstract　of　the　United　States　1963，　U．
　　　　S．Department　of　CommerceにおけるNo．1095，　Manufactures　General　Statistics　for
　　　　Industry　Groups，　P．776～781における分類のなかから選び，それに該当するものを通商産業省大
　　　　臣官房調査統計部，r工業統計表』より選んだ。両品目分類は後者の産業分類に統一するように前者
　　　　を再編した。
いて，同一の生産物が相互に輸出されること
はありえなくなる。なぜならば，形状や性能
やデザインの相違までをも考慮にいれて分類
したならば，自動車であろうと電気冷蔵庫で
あろうと，その他のどのような製品であろう
と，両国で同一の生産物を生産するというこ
とはありえないからである。それらの品目は，
すべて日本から輸出されるか，あるいはアメ
リカから輸出されるかのいずれか一方になっ
てしまうであろう。したがって，相互輸出を
とりあつかうかぎり，ある程度まで集計され
た品目分類によらなければならないことにな
43
るであろう。
　ここで選んだ品目は約40品目である。その
品目とその労働生産性比率，賃金比率，輸出
比率は第4．7表に示すとおりである。労働生
産性比率と輸出比率とを対比させると前ペー
ジの第4．3図のごとくになる。このグラフをみ
て容易によみとれるように，その大部分の点
はほぼ右下りの一連のグループをなしている。
ただし，No．6（織物），　No．29（鉄鋼），　No．
41（通信設備），No．42（エレクトロニック
構成部品），No．44（船舶）はいくらか右よ
りにその一連のグループよりはなれているが，
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
これらはいずれも日本からの輸出がかなり大
幅な増加をたどってきた生産物である。それ
らはその製品の特性によって他の品目よりも
対アメリカ輸出において特別の位置を示して
いたものである。
　いまこのグループを除いた残りの品目につ
いて相関をとってみよう。労働生産性と輸出
とのあいだに一期間のタイム・ラッグをおい
て前者は1961年，後者は1962年のデータを用
いることにする。推計結果は，
1・・（謝一29・37モ1：ll）1・g（誇）
　　　　　　　　　　　　　　　　ア＝0．70
となる。そのフィットがすばらしく良いとい
うわけにはゆかないが，これまでの結果と比
較してかなり良い方であるといわなければな
らない。しかし，そのフィットの良さにもか
かわらず，注意すべき点はその係数の符号は
経済的意味づけをもたないということである。
これまでの14分類による第三国市場への輸出
比率をとりあつかった場合とはことなり，労
働生産性比率が上昇するときに，輸出比率は
むしろ低下するという結果になっている。も
しアメリカの労働生産性に何らの変化もない
ものとしたならば，日本の労働生産性の上昇
はむしろ日本の輸出を減少させることになる。
このような結果は，これだけをとってみるか
ぎり，経済学的にいかにもおかしい。そこで，
さらに別な要因，すなわち，賃金比率との関
連をみてみることにしよう。
　賃金比率について同様の相関分析をおこな
ってみよう。いま賃金比率と輸出比率との対
比をグラフによっておこなってみると，つぎ
の第4．4図のようになる。前とおなじように
やはり散在する点の大部分は右さがりの傾向
を示していることがわかる。ここでもやは
り一般的傾向からはずれていると思われる
No．6（織物），　No．29（鉄鋼），　No．34（農業
機械），No．35（建設機械），　No．36（金属加
工機），No．39（事務機械），　No．44（船舶）
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を除いて相関をとってみるとつぎのようにな
る。すなわち，
1・・（董Xa）＝・i・　76－1？：llヂ・（轟）
　　　　　　　　　　　　　　　7＝0．69
ただし，賃金比率は輸出比率にたいし一期間
のラッグをとってあり，前者は1961年，後者
は1962年のデータを用いている。この相関式
は賃金此率と輸出比率とのあいだにマイナス
の関係のあることを示しているが，この賃金
と輸出との符号条件は妥当なものである。日
本の賃金が相対的に低いものほど，それだけ
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
輸出の相対的な水準も高くなる。したがって，
賃金比率は輸出比率の説明要因として認める
ことができる。
　この結果は，つぎのように解釈できるであ
ろう。輸出比率のたかい部門では賃金比率も
低く，労働生産性比率もまた低い，したがっ
て利潤率も相対的にそれらの部門では低くな
6ているのであろう。アメリカと日本とのあ
いだで取引される生産物のうち，日本から輸
出される比率が相対的に高い品目は，大勢と
しては相対的に低い賃金水準に依存している
ということになる。そして，それらの一般的
傾向からはずれるものとして除外された生産
物はいずれも日本のアメリカへの輸出品とし
ても特別な位置をしめしているものばかりで
あるといってよい（織物がそうであり電子工
学部品もそうである）。また，おなじく賃金
の方で例外としてあつかわれたいわゆる一般
機械（No．34～No．36，　No．39）は賃金水準
の低いわりにしては輸出が伸びていないが，
これらはむしろその機械としての品質と性能
に問題があるという推定が成り立つであろう。
　相互輸出の構成がこのように賃金の部門別
構成と逆相関の関係にあるということは，日
本からのアメリカへの輸出品は，一部の例外
を除くと労働生産性も低く，賃金水準も低い
ものほど輸出比率において大きい値をとって
いる。このような結果は，日本とアメリカと
の間の貿易に視野を限定するならば，一般的
には賃金の相対的水準はかなり重要な役割を
演じていることがわかるであろう。したがっ
て，すくなくとも，現在の状況のもとにおい
ては，賃金水準の相対的上昇はアメリカへの
輸出にたいし不利な影響をもつであろうとい
うことがいえる。そして，おそらく，この結
論は，アメリカのみならず，先進工業国にた
いする輸出のすべてにあてはまることになる
であろうと予想される。
〔4〕価格競争力の強化と投資および技術的
　　進歩
これまで，日本産業の国際競争力の強化は
第4．8表工業部門の生産増加の要因1
製　造業種
食料品・たばこ
繊維・身　回　品?????????材・家　　具
ル　　プ・紙
刷・出
??????
???????
一般電気機械
輸送用　機械
??????
8．23
8．04
12．84
23．29
11．85
10．93
17．15
26．65
17．43
12．84
14．14
19．86
20．52
資本の増加　　労働の増加
　（2）　　　　　（3）
5．14
2．73
1．78
8．93
7．47
4．88
7．66
7．56
8．56
8．48
6．81
6．87
6．51
1．68
0．91
1，67
1，63
2．36
2．34
2．03
0．26
0．04
1．66
2．26
4．25
2。22
技術進歩の
貢　　　献
　〔4）
1．41
4．40
9．39
12．73
2．02
3．71
7．46
18．83
8．83
2，70
5．07
8．74
11．79
??????ー?
　8．01
　0．51
　1．30
△13．54
　2．39
　2．75
△　0．69
△13．68
△　6，59
　2．93
　2．21
　1．15
△　2．31
〔資料出所〕　渡部経彦・荏開津典生「経済成長と技術進歩」，東京経済研究センター主催第4回逗子コンファレンス
　　　　　（1966年1月）に提出された論文による。
　　　　1．いずれも，1952－～1963の10年間における年間増加率の平均値である。
　　　　2．この欄のみは，荏開津典生「技術進歩と費用変化一戦後日本の製造業について一」『季刊理論経済
　　　　　学』，第16巻，第3号，1966年6月による。
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経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
技術進歩による労働生産性の上昇にもとつく
ものであり，技術進歩と労働生産性の上昇と
は設備投資を媒介として結びついていると述
べてきたが，ここで，これらのつながりをあ
る程度まで計数的に確認しておくことにした
い。この確認にとって欠くことのできないき
わめてすぐれた実証分析が最近あたえられ
た1）。以下，その分析を手がかりとしてごく
簡単に説明しておくことにしよう。
　上の第4．8表は，技術進歩と労働増加と資
本増加とがもたらした貢献度を生産部門別に
示している。
　この表から明らかなように，技術進歩の生
産増加への貢献はかなり大きく，資本増加の
貢献がこれについでいる。いいかえると，
1952年から1963年までの期間におげる日本の
工業部門のおどろくべき生産増加は，かなり
の程度まで技術進歩と資本の増大とによって
説明が可能なのである。しかも，この傾向は
やはり重化学工業部門においていちじるしい。
　さらに，この過程において，生産物のコス
トがいかに変化したかは，第4．8表の第5欄
をみればわかる。一見してあきらかなように，
それぞれの生産部門における生産物1単位あ
たりのコストの変化にたいして，技術進歩は
かなりつよい関連をもっている。技術進歩率
の相対的に大きい部門では，コストの上昇率
は一般に低く，いくつかの部門ではコストの
低下さえおきている。低いコストの上昇率な
いしコスト低下は概して重化学工業部門に集
中している。
　このことは，重化学工業部門において，技
術進歩をともなった投資がとくに大量におこ
なわれたということと対応するであろう。そ
してこの対応過程はまた労働生産性の上昇過
程でもあった。つぎの第4．9表をみられたい。
　この表から明らかなように，投資の部門別
配列は労働生産性の部門別配列とかなり明瞭
に対応している。いいかえると，高水準の投
資が実行されると，一定期間の後に高い労働
第4．9表　労働生産性・投資の比較
?
種
???????????????? ???????????????…???
???????
? ? ??
労働生産性1 投 資2
・麻即継国
15．57
12．37
8．99
7．54
20．48
15．07
37．52
16．09
36．19
15．21
17．48
23．87
22．58
14．01
110．34
61．02
53．37
62．23
108，46
103．23
190．10
102．70
13．05
96．21
8．01
89．85
104．54
　　F　407・3，5314。21、，。。2
　16　359
127PL352
3111麗
　　1”9！1［z駕1
鐘：課
lll耀
　361　3，638
　51　479
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　〔資料出所〕渡部福太郎，「輸出構成と比較生産費の
　　　　　原理」稲田・内田編『経済成長の理論と
　　　　　計測』岩波書店，1966年．p．236。
　　　　　1、1959～1961年の平均値である。単位
　　　　　　はドル。
　　　　　2．1954～1958年の平均値である。単位
　　　　　　は100万ドル。
生産性水準が実現される。とくに，化学・石
油・鉄鋼・機械・紙・パルプなどの重化学工
業部門における投資水準はかなり高く，それ
に対応してそれらの部門の労働生産性水準も
かなり高い。かくてこれまでの考察から，労
働生産性と投資と技術的進歩との結びつきは
計数的にもかなり明瞭に確認されたことにな
る。
　以上の短かい考察は，日本の重化学工業部
門を中心とする国際競争力がいかなるプロセ
スをへて強化されうるかを明示しているであ
ろう。国際競争力の強化の主要部分は生産コ
ストの低下によって果たされ，それは技術的
進歩による労働生産性の上昇によってのみ可
能とされる。そして，この技術進歩は投資の
増加なくしては実現されない。しかも，この
ようなプロセスで国際競争力を強化している
のは日本だけではない。西ヨーロッパをはじ
めとする既成長国においても，おなじように
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
たえず技術進歩をはかりながら国際競争力の
強化への努力がつづけられているのである。
　ここで留意すべき点はつぎのことである。
一つの国民経済が「技術進歩→投資→労働生
産性の上昇→コストの低下→国際競争力の強
化→輸出の増大」というこの全プロセスを，
台風のように短期間のあいだに通過してしま
うことはできない。それにはかなりの時間を
必要とする。一国の能率的な生産能力の蓄積
速度の低下は，決して短期間のうちには国際
競争力を低下させることはないかもしれない。
しかし，それが持続するときには，やがてそ
の国の国際競争力の低下が出現するかもしれ
ない。すくなくとも，その可能性を否定する
ことはほとんど不可能である2）。
〔註〕
　1）たとえば，さきに引用した渡部経彦・荏
　開津典生「経済成長と技術進歩」東京経済研
　究センター主催，第4回逗子コンファレソス
　への提出論文と荏開津典生「技術進歩と費用
　変化一戦後日本の製造業について一」
　　『季刊理論経済学』1966年6月，さらに，日
　本経済調査協議会編『わが国産業の国際競争
　カーいかにして技術進歩を実現するか一』
　調査報告66－1，1966年4月に掲載の島野卓爾
　　「輸入・輸出偏向的生産性上昇と国際競争力
　の評価」があげられよう。
　2）　この章および前章の分析は，これまでの
　先駆しているいくつかの研究によって強く影
　響をうけている。たとえば，B．　Balassa，
　‘‘An　Empirical　Demonstration　of　Clas・
　sical　Comparative　Cost　Theory”，　Review
　of　Economics　and　Statistics，　vol．45，
　Aug．1963；G．D．A．　MacDougal1，‘‘Bri・
　tish　and　American　Exports：AStudy
　S1199ested　by　Comparative　Cost，　Part
　Iノ，Economis　Journal，　vol．61，　Dec．1951；
　小島清「低賃金と国際競争力」，「日本貿易と
　経済発展』第5章，国元書房，1958；篠原三
　代平「わが国工業の相対水準と輸出競争力」，
　　「日本経済の成長と循環』第4章，創文社，
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1961；R．M．　Stern，‘‘British　and　Ameri－
can　Productivity　and　Comparative　Costs
in　International　Trade．”Oxford　Econo・
mic　Papers，　voL14，0ct．1962；小島清，
「ユニ業品の水平貿易と片貿易」r一橋論叢』，
1966年11月，などをあげることができる。
V　経済成長と輸入代替
　〔1〕　戦後における輸入の変動
　ここで，考察の視点を輸出から輸入へうつ
すことにしよう。前節で分析したように，経
済成長の過程において実現された生産技術の
進歩と生産能力の蓄積は，輸出財の内容の変
化とコストの低下とを通じて，世界の平均水
準を上まわる輸出増加率をもたらした。おな
じ要因は輸入の側にもその影響をあらわす。
輸入の場合には，さきにも述べたけれども，
輸入財の内容と構成に変化が生じる。場合に
よっては，それは輸入相手国（ないし地域）
を変更させるかもしれない。以下，この輸入
代替現象に焦点をむけながら，戦前戦後にお
ける輸入の流れを概観してみることにしよう。
　時間的には前後するが，まず，戦後の方か
ら考察することにしたい。戦後の経営成長の
プロセスにおいて，輸入が全体としてどの程
度の水準をたもち，それがどのように変動し
てきたかは，第5．1表に示されている。いわ
ゆる「ドッジ・デフレーション政策」のため
に，戦後の‘‘駈け足”インフレーシ・ンの歩
調がすっかりおとろえてしまうまでの4年間，
日本の輸入はいちじるしい増加をとげた。戦
争直後における利用可能な資源や生産物の極
度の不足，とくに戦争による労働力不足と肥
料不足とのために，いちじるしく国内供給能
力が減退した食料と，戦争によって失われた
住宅および生産設備の復興に必要な資材とは，
輸入によってのみかなりの部分をうめあわせ
ることが可能であった。そのために，輸入は
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
第5．1表戦後の輸入額とその増加率
輸刈増力G・＊2隠蓬????????????????????　203
　603
2，845
3，482
7，372
7，304
8，675
8，638
8，897
11，627
15，421
10，919
12，958
16，168
20，918
20，291
24，251
28，575
29，408
　30．0
　32．2
　7．7
104．8
　1．7
　18．8
△　0．4
　3．0
　30．7
　32．6
△29．2
　18．7
　24．8
　29．4
　3．0
　19．5
　17．8
　2．9
41，　975
60，　513
69，654
77，924
85，250
95，081
110，　708
113，416
127，942
152，142
184，870
208，298
234，235
277，164
　〔資料出所〕　大蔵省関税局『外国貿易概況』により計
　　　　　算。国民総生産は経済企画庁『国民所得
　　　　　統計年報」1966年版による。
　　　　　1．単位は億円である。
　　　　　2．パーセントで表示。
1945年から1949年までのあいだに，平均して
年約300パーセントの増加率でもって増加し
た。
　しかし，そのような戦後の異常な輸入増大
期は1949年をもっておわった。「ドッジ・デ
フレーション政策」によるショックが朝鮮動
乱によってやわらげられてしまった1950年以
後においても，輸入はなお増加をつづけたが，
その増加の速度は相対的にはかなり小さくな
った。1950年から1965年までの期間について，
その対前年増加率の平均をとってみると，大
きく低下して17．5パーセントとなっている。
しかし，この増加率そのものはかなり大きい。
「ドッジ・デフレーション政策」を別とすれ
ば，戦後において日本経済は3回の景気後退
を経験しているが，いずれの場合にも，輸入
は減少している。とくに，いわゆる「神武景
気」にひきつづいておきた景気後退期には，
かなり大幅な輸入の減少がみられる。それに
もかかわらず，この15年間の輸入の年平均増
加率が17．5パーセントであり，フロー・ター
ムでの戦前水準への回復がおわった1955年以
降をとっても平均12．13パーセントとなって
いる。しかし，1960年から1965年までのあい
だでは16．2パーセントと再び上昇している。
これらの増加率は，1949年までの増加率にく
らべれば低いが，それじたいとしてかなり大
きい増加率である。もちろん，これらの増加
率は単純な金額表示の輸入についてえられた
ものであって，実質タームによる輸入の増加
率ではない。そこで，実質でみた場合に輸入
はどのように動いているかをみる必要がある。
　第5．2表によると，実質でみた場合，1950
年から1965年までの輸入の年平均の増加率は
16．5パ・一一セントであり，1955年以降をとった
場合その増加率は13．3パーセントとなってい
る。実質タームによる輸入の平均増加率の方
が，貨幣タームによる輸入の平均増加率より
第5．2表　戦後の実質輸入とその増加率
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実質輸入1 増加率2 実　　質1麹走ｯ生産
1951 5，134 『 54，139
1952 5，618 9．4 76，969
1953 7，663 36．4 82，505
1954 7，860 2．6 87，827
1955 8，035 2．2 96，078
1956 10，056 25．2 104，084
1957 12，369 23．0 116，050
1958 10，461 △15．4 120，285
1959 13，128 25．5 132，713
1960 16，168 23．2 152，353
1961 21，115 30．6 175，933
1962 20，857 △　1．2 189，460
1963 24，640 18．1 201，354
1964 28，343 15．0 232，665
1965 28，552 0．7 一
〔資料出所〕第2．1表におなじ。いずれも1960年基準
　　　　である。
　　　　1．単位は億円である。
　　　　2．パpmセントで表示。
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も小さいが，1955年以降をとるとそれが逆に
なっていることがわかる。しかし，1955年か
ら1965年については14．3パーセントの増加率
となり，上の傾向はふたたび逆転している。
　そこで，このような大きい輸入増加率でも
って輸入を膨張させてきた国民総生産の成長
率は，どうなっていたのであろうか。第5．2
表（3）は，実質国民総生産の成長率を示し
ているが，1953年から1965年までの12年間に
おける年平均の成長率は約9．5パーセントで
あり，1960年以降をとると，10．5パーセント
となっている。したがって，1953年から1965
年までをとった場合，実質輸入の増加率の年
平均値は，実質国民総生産の成長率の年平均
値の約1．7倍であり，1960年以降の場合には，
約1．3倍の大きさであることがわかる。した
がって，実質タームでみた場合には，輸入の
増加速度が国民所得の成長速度より平均的に
みて高い。
　そこで，国民所得にたいする輸入の比率が，
どのような変動をしめしているかをみてみる
ことにしよう。この比率は，平均輸入性向，
あるいは輸入・所得比率（または輸入依存
度）とよばれる。これは，のちに言及する限
　　　　　　　　　　　第5．3表
界輸入性向とともに，開放体系の国民所得分
析においてあらわれてくる概念であるが，非
常にしばしば，経済計画の立案や輸入の予測
にあたって，便利な用具として利用されてき
たものである。この平均輸入性向は，第5，3
表に示されているように，貨幣タームでみた
場合，ひとつの波動を描いて変動してはいる
が，全体としてみると，いくらか低下傾向を
もっているようにみえる。このことは，つぎ
のことを示している。すなわち経済成長にと
もなって，原材料や機械設備や消費財の輸入
は増大しているが貨幣タームでみると，その
増大の速度は経済成長の速度とおなじぐらい
か，またはより低いこと，したがって，もし
この傾向が継続していくものとすれば，経済
金額の増加は，相対的に減少してくる可能性
さえあるということを意味している。
　貨幣タームでみるかぎり，たしかにそうで
ある。しかし，一般的にいって，貨幣ターム
で示された輸入性向が下落する傾向をもって
いたとしても，もしも輸入されていた生産物
の価格が，問題となっている期間において下
落する傾向をもっていたとすれば，実質ター
ムでしめされた輸入性向は，上昇するという
平均および限界輸入性向
平　　　均
輸入性向 瓢性矧獣翻1獣翻隅入劣所糧1講鋤窪
??????????????? ????
???
?
△
△
0．4
15．0
0．4
3．5
27．8
24．3
△166，3
　14．0
　13．3
　14，5
△　2．7
　15．3
　10．1
??????????? ? ? ?
　2．1
　36．9
　3．7
　2．1
　25．2
　19．3
A45．1
　21．5
　15．5
　21．0
△　1．9
　31．8
　11．8
△　0．033
　1，200
A　O．036
　0．337
　2．279
　1．748
△17．323
　1．386
　1．255
　1．283
△　0．278
　1．471
　0．981
　0．174
　2．952
　0．333
　0．202
　2．066
　1．388
△4．698
　2．129
　1．462
　1，858
△0．196
　3。058
　1．146
〔資料出所〕第2．1表および第2．2表による。
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ことがおこりうるであろうし，あるいは，も
しもその期間において為替相場が下落する傾
向にあったとすれば，やはり同じように，貨
幣タームによる輸入性向が下落していても，
実質タームによる輸入性向は上昇してゆくか
もしれない。また，たとえ輸入の側にそのよ
うな変化がなくても，国内価格の変動（つま
り物価上昇）によって実質タームによる国民
所得の上昇が，貨幣タームによる所得の上昇
よりも相対的に小さくなるならば，・やはり実
質タームによる輸入性向は上昇する傾向をも
つかもしれない。
　そこで，経済成長のプロセスにおける，輸
入と国民所得との実質的な関係を知るために，
実質タームで示された輸入牲向の変動状態を
みてみることが必要となる。おなじ第5．3表
の第3欄がそれを示しているが，これによる
と，実質タームによる輸入性向は傾向として
は上昇していることがわかる。いいかえると，
経済成長の過程において，原材料や設備機械
や消費財のいずれか，またはその全部の輸入
量は，国民所得より相対的により大きいテン
ポで増加してきたわけである。したがって，
他の条件に変化なければ，実質タームで考察
するときには，輸入性向は，経済成長ととも
に，傾向的に上昇してゆくかもしれない，と
いう判断がなりたつことになる。
　貨幣タームによるときの輸入性向と，実質
タームによるときの輸入性向の間にみられる
この相違は，輸入財の価格の動きと，国内価
格の動きとによって説明することができる。
為替相場は，1948年の「ドッジ・デフレーシ
ョン政策」のときに，1ドル＝360円という
値に固定され，以後いくらかの変動幅がその
レートの上下にみとめられた。しかしそれは，
その為替相場の動きを伸縮的にしてしまうよ
うなものではなかった。したがって，この側
面からの影響は考慮しなくてもよい。
　いま，輸入価格の推移をたどるために，第
5．　4表をグラフにしてみると，明らかに輸入
第5．4表　輸入価格，輸出価格および国内物価
?????????????????????????????????????????????
　（1）　　i　　（2）　　　　　（3）
輸入価格1輸出価格1国内物価
110．5
143．6
130．0
113．2
109．9
110．7
115．6
124．6
104．4
98．7
100．0
99．0
97．3
93．7
92．6
91．4
91．1
125．4
111．9
105．8
102．6
96．1
99．1
102．9
98．0
97．8
100．0
97．2
94．8
98．4
100．8
103．0
77．5
78．6
84．4
88．7
88．7
91．4
95．4
94．3
96．4
99．9
105．1
109。9
116．3
119．1
????
1．853　1，618
1，654　1．424
1．341　1．254
1．23911．157
1，248　1．083
・・26sl…84
1．306
1．107
1．024
1．001
0．942
0．885
0．806
0．777
1．079
1．039
1．015
．001
0．925
0．863
0．846
0．846
50
　〔資料出所〕第2．1表および第2．2表におなじ。ここ
　　　　　で国内物価はGNPデフレーターであ
　　　　　る。いずれも1960年を100とした指数で
　　　　　ある。
価格は，1種のサイクルを描きながら低下傾
向を示している。また国内価格水準は，明瞭
な上昇傾向を示している。したがって，輸入
価格に対する国内価格の比はしだいに増加し，
それは，実質タームによる輸入性向を相対的
に上昇させるのに貢献していることがわかる。
　総輸入の動きについての以上の考察に加え
て，さらにいくつかの分析が必要とされる。
たとえば，このような輸入価格の低下はどの
品目の価格低下に依存しているのか，また，
実質輸入性向に上昇傾向がみいだされるが，
それはどの品目における輸入上昇によるもの
であるのか，それは国内の関連した経済活動
とどのように結びついているか，また，経済
成長過程における技術進歩はその結びつきを
どのように変えてきたのか，などいくつかの
間題が浮ぴあがってくる1）。
　つぎの第5．5表をみてみられたい。これは，
とくに食料品，工業用原料および機械につい
て，それぞれの関連指標との比率をとってみ
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第5．5表　関連指標と類別輸入との対比
1955
1956
1957
1958
1959
1960
1961
1962
1963
1964
工輩用原料輸入
鉱工業生産
???????
食料品拠隊騰入
個人消費支削投　　　　　　　　　資
3．2
2．8
2．6
2．4
2．4
2．4
2．5
2．8
3．1
3．3
?????????
〔資料出所〕　日本銀行『調査月報』昭和41年6月号，
　　　　1～12頁により計算。原資料はいずれも
　　　　1960年価格実質値であり，かつ3力年移
　　　　動平均値となっている。数値はすべてパ
　　　　ーセントをあらわす。
たものである。これによると，食料品の輸入
は1955年から1960年にかけては低下している。
しかし，その後はむしろその比率は上昇して
いる。所得水準がある程度以上のときには，
その上昇につれて食料費の割合は減少するか
ら，この現象は輸入食料品に依存する度合が
1960年以降ますます大きくなってきているこ
とをしめすものといえよう。
　工業用原料についてみてみよう。鉱工業生
産の動きとくらべてみると，その比率はしだ
いに上昇している。これは鉱工業生産におけ
る輸入原料への依存の度合いがたかまってき
たことをしめす。在庫管理技術は一般に上昇
しているから，このことは日本経済の工業用
原料の自給率は低下したことを意味している。
しかし，これは原材料についてであって，い
わゆる製品原材料についてはむしろこの逆に
なっている。このことは製造工業部門におけ
る原材料消費指数の動きからも容易によみと
れる。
　いま，1955年から1960年までと，1960年か
ら1965年までの二つの期間について，素原材
料消費がそれぞれ何倍の増加をしめしたかを
計算してみると，1．87倍と1．54倍になってい
る2）。そのうち輸入原材料消費の増加倍率は
2．25倍と1．67倍となっており，二つの期間を
通して素原材料消費の平均倍率を上まわって
いる。しかしながら，製品原材料については
事態はことなっている。はじめの期間におい
ては，製品原材料消費は1．94倍となったが，
第5．6表原材料消費の変動
素原材料消費指数 製品原材料消費指数
㌔剣輪分 総（，｝剣幣分
製造工業
ｶ産指数
@（e）
a／e b／e c／e d／e
1953
1954
1955
1956
1957
1958
1959
1960
1961
1962
1963
1964
1965
47．7
50．3
53．4
64。2
71．0
65．6
81．0
100．0
115．9
116．6
128．0
146．2
154．2
42，5
44。3
44．5
57．2
66．3
60．3
78．9
100．0
118．2
120．6
133．2
154．5
167．0
42．9
44．6
51．5
61．1
68．7
64．7
78．9
100．0
118．4
121．6
135．7
159．3
164．9
29．1
34．3
32．3
43．9
53．7
42．7
54．0
100．0
146．7
109．3
129．1
207．3
163．8
38．5
42．2
45．7
56．4
66．9
65，7
79．6
100．0
119．9
130．1
143．7
169．1
175．7
??????????????????????
〔資料出所〕通産省r鉱工業生産指数要覧』およびr通産統計月報』より計算。
51
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
輸入分は3．11倍であった。しかしつぎの期間
では，その倍率は全体の平均水準よりも低下
し，1．14倍となっている。このことは，後期
において，製品原材料の自給率がむしろたか
まったことをしめしている。いいかえると，
輸入製品原材料への依存の程度が相対的に低
下してきたのである。
　しかし，このことから，生産単位量あたり
の輸入原料の消費が従来よりも多くなったと
いうように推論してはならない。いま，製造
工業生産指数と素原材料消費指数との比率を
とってみると，その比率は全般的に低下して
いる。第5．6表にみられるように，その比率
は1953年には1．24であったが，1965年には
0．88にまで低下している。つまり，生産の上
昇の速度よりも，生産過程における素原材料
消費の増加の速度の方が小さいのである。こ
れは，この間に生産技術が進歩し，原料投入
の節約が可能になったことを示しているであ
ろう。さらに，輸入分について同様の比をと
ってみると，1953年に1．10であったものが
1965年には0．95に低下している。したがって，
輸入素原材料についてもやはりそうした原料
投入の節約がおこなわれていることがわかる。
しかし，その節約の程度は国産原材料の場合
よりもすくない3）。
　同じような，計算を製品原材料について行
なってみると，その比率は1953年には1．11で
あったが，しだいに低下して1965年には0．94
になっている。全体としてみた場合，製品原
材料についても，この間にやはりその投入節
約的な技術進歩があったのである。ただし，
輸入分についてはこのことは妥当しない。
1953年における比率0．76は1965年には0．93と
いう値になっている。その間に上昇下降の動
きを示しているが，とくに低下傾向はみいだ
されない。そればかりか，かえって上昇気味
でさえある。このことは，輸入製品原材料の
消費節約的な技術進歩がかならずしも充分に
行なわれなかったことを意味している。もっ
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とも，正確には，品目別の生産構成の変化の
影響をみる必要があるであろうが，しかし，
それにしても，生産過程における輸入原材料
の節約の程度は全体の原材料節約の程度より
は低いことは確実のようである。
　資本財輸入，すなわち，生産に用いられる
機械類の輸入は，国内の設備投資と関連があ
る。両者の比率は，設備設定のために投下さ
れた支出のうち，輸入機械の支出がどれだけ
しめていたかをしめすが，第5．5表の第3欄
はこの比率がしだいに低下してきたことをし
めしている。これは，やはり製造原材料消費
の場合とおなじく，設備投資のために必要と
される資本財の自給率が上昇してきたことを
しめすものである。
　このようにみてくると，戦後の輸入には，
経済成長の過程においてしだいに加工製品の
自給度がたかめられ，他方，原料や食料など
の非加工品の自給度が低下するという事態が
かなり明瞭に反映している。この類別輸入に
おけるこのような自給度の変化は，一方にお
いては産業構造の変化にもとつく輸入代替現
象のあらわれであり，他方において，資源の
賦存状態の変化が経済成長にもとつく需要の
構成変化とその増大に調整できないことを示
している。
　〔註〕
　　1）　日本の平均輸入性向の分析については，
　　これまでもいくつかみられるが，もっとも最
　　近のものは，日本銀行調査局「昭和30年代に
　　おける輸入依存度の上昇について」，r調査月
　　報』，昭和41年8月号である。
　　2）通産省『鉱工業生産指数要覧』昭和39年
　　および『通産統計月報』による。
　　3）輸入原材料消費の節約は金森氏が強調し
　　ているところでもある。金森久雄，「経済成
　　長と国際収支」，小宮隆太郎編『戦後日本の
　　経済成長』岩波書店，昭和39年を参照。ただ
　　し，すでに示したように，このような節約は
　　国産原材料についても起きていることに留意
　　する必要がある。
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　〔2〕　戦前における輸入の変動
　これまで，戦後における経済成長と輸入と
の関係について巨視的に考察してきたが，こ
の戦後の輸入の動きが，戦前のそれに比較し
てどのような特徴をもっているのだろうか。
ここで戦前における経済成長と輸入との関係
に分析の焦点をふりむけることにしよう。
　戦後の貿易が《国民的福祉増大》を目標と
した政策の一翼をになう性質のものであった
のにたいし，日本の戦前の貿易が，《富国強
兵》政策の一翼をになって，輸出促進と輸入
代替とを目標として運営されていたことは周
知のところである。この目標の相違は国民総
生産の内容構成と労働力の配分構成とにあき
らかにことなった特徴をあたえることになる。
しかし，いずれにしても，それが日本経済の
急速な資本蓄積一いいかえると，高い経済
成長を必要とし，またその成長を促進するも
のであることにはかわりがない。したがって，
輸出促進と輸入代替とは戦前戦後を通じて日
本の貿易の直接的な目標でもあったとみなす
ことができるであろう。
　戦前における輸入についてのデータは，明
治期からそろっているが，そのデータの信頼
性ということになると，いささか問題がある
ようである。そこで一応は信頼できるという
点を基準にして，1900年以降についてのみ分
析を行なうことにしよう1）。1901年以降にお
いて，日本の輸入は，傾向的に上昇している
が，その対前年増加率をとってみると，6年
ないし9年ごとに，輸入の対前年増加率はサ
イクルを描いていることがわかる。1909年は
金融恐慌による輸入減少，1914年は大戦前の
不況による輸入減少，1920年は戦後不況によ
る輸入減少，1930年には世界恐慌による輸入
減少がみられる。1937年からは，戦時体制が
強化され，輸入は実質的には減少し，1941年
以降は対米宣戦布告によって輸入は大幅に減
少することになった。
　その後は，1945年まで低下をつづけ，戦争
第5．7表　戦前の輸入の平均増加率1’2
期
??
???ー?????????
1901（明34）－1906（明39）
1907（明40）－1913（大2）
1901（明34）－1913（大2）
1914（大3）－1919（大8）
1920（大9）－1932（昭7）
1933（昭8）－1939（昭14）
1920（大9）－1939（昭14）
1952（昭27）－1957（昭32）
　0。16
　0．09
　0．12
　0．24
－O．08
0．12
0．04
0．13
　0．15
　0．04
　0．10
　0．07
0．05
－0．02
0．03
0．15
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　〔資料出所〕　日本統計研究所編『日本経済統計集』日
　　　　　本評論新社，1958年および金森久雄r日
　　　　　本経済と輸入依存度』経済企画庁調査課
　　　　　資料第9号，昭和32年，付表を用いて計
　　　　　算した。実質輸入のデフレーターとして
　　　　　は，山田克巳『戦前貿易指数（総括篇）』。
　　　　　ロックフェラー・プロジェクト資料B26，
　　　　　一橋大学経済研究所，1959年によった。
　　　　　1．旧植民地よりの移入をふくむ。
　　　　　2．各年ごとにその対前年増加率を計算
　　　　　　し，それを必要な期間について平均し
　　　　　　たものである。
　　　　　3．実質輸入については，1938年までし
　　　　　　か算定されていない。
が終わるとともに，輸入の対前年増加率は急
速に上昇した。この異常な上昇は，いうまで
もなく，戦争による国内資源（食料および復
興資材など）のいちじるしい不足を，輸入に
よってまかなわざるをえなかったことが原因
であった。「ドッジ・デフレーション政策」
による戦後のインフレーションの鎮圧，1950
年の朝鮮動乱につづく輸入の異常な増加率の
増大のあと，1952年ごろから輸入の増加率は，
おちついた状態にもどっている。
　戦前における約40年間の増加率の平均値は
8．8パーセントであるが，これは過去15年間に
おける輸入の増加率17．5パーセントにくらべ
ると，かなり低い。もちろん戦前における増
加率は，第一次大戦後とそれ以前とではかな
り異なっている。第一次大戦のはじまった
1914年までの輸入の平均増加率は12．2パーセ
ントであるが，1914年から1919年までの大戦
中のそれは24．1パーセントであり，輸入増加
率は大幅に増大している。そのあと，大戦の
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終わった翌年から太平洋戦争のはじまる前の
1939年までの期間におけるその輸入の平均増
加率は，約3．5パーセントに下落した。とく
に，この両大戦間については（1920年から
1932年までは）かえって，その対前年増加率
の平均値はマイナスの符号をとっている。す
なわち，輸入増加率は，1920年から中国大陸
での戦争がはじまった1932年までの13年間，
減少傾向を示した。しかし，1933年から1939
年までの期間には，輸入はふたたび上昇傾向
を示し，その7年間の輸入増加率の平均値は
11．9パーセントとなっている。
　つぎに，対前年増加率を実質輸入について
計算してみる2）と第5．7表の（2）のごとく
なる。第1次大戦前については，実質輸入の
増加率は貨幣タームによる場合にくらべてい
くらか低く，その平均値は10．2パーセントで
ある。したがって実質タームによるときのほ
うが2パーセントほど低くなる。第一次大戦
中においては，増加率は貨幣タームではかな
り上昇していたが，実質タームではむしろ低
下し，増加率の平均値は6．9パーセントとな
っており，貨幣タームによる増加率をかなり
下回っている。それは，いうまでもなく，大
戦中に輸入価格の上昇があったからである。
また，1933年から7年間において，貨幣ター
ムの輸入増加率の平均値はかなりたかかった
が，実質輸入でみるときには，逆に減少し，
その間の平均増加率はマイナス0．1パーセン
トとなっている。叙述が逆になるが，1920年
から1932年までについてみると，名目でみる
とき，その間の平均増加率はマイナス0．8パ
ーセントとなっていたが，実質でみるとき平
均増加率はかえって上昇し，5．4パーセント
となっている。これはその後の7年間のケー
スとは逆であって，輸入価格はこの期間にお
いて低下した。この二つの期間にわたる平均
値，すなわち，1920年から，1939年までの19
年間の増加率の平均値は3．4パーセントとな
っている。
　したがって，全体としてみるときには，実
質タームでみた輸入の対前年増加率は第一次
大戦前，大戦中，1920年代，1930年代と時が
うつるにつれて減少する傾向にあったことが
わかる。
　しかし，このことは，20世紀初からの経済
成長にともない，輸入代替が進行して輸入の
必要度が低下してきたことを意味しているの
だろうか。しかし，この間において，国民経
済の経済活動水準の上昇速度よりも輸入の増
加速度の方が傾向的にみてむしろ大きいこと
に注意する必要がある。
　そこで，そのような輸入の動きが，国民経
第5．8表戦前の輸入性向1
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期　　　　　間 輸入性向 実　質2A入性向
1901（明34）－1906（明39）0，166 0，151
1907（明40）－1913（大2）0，165 0，167
1901（明34）－1913（大2）0，165 0，160
1914（大3）－1919（大8）0，185 0，165
1920（大9）－1932（昭7）0，199 0，251
1933（昭8）－1939（昭14）0，194 0，219
1920（大9）－1939（昭14）0，197 0，241
〔資料出所〕　輸入（移入をふくむ）は日本統計研究所
　　　　　r日本経済統計集』前掲，金森久雄「日
　　　　　本経済と輸入依存度』企画庁調査局，付
　　　　　表前掲。貨幣国民所得はK．Ohkawa：
　　　　　The　Growth　Rate　of　the　Japanese
　　　　　Economy　since　1878，　Kinokuniya，
　　　　　Tokyo，1957実質輸入のためのデフレ
　　　　　ーターは山田克巳r戦前貿易指数（総括
　　　　　篇）』ロックフェラー・プロジェクト資
　　　　　料B25，一橋大学経済研究所，1959．実
　　　　　質国民所得のデフレーターは一般卸売物
　　　　　価指数（0．7）と生計費指数（0。3）との
　　　　　加igSiz均による総合デフレn・一ターを用い
　　　　　た。生計費指数は山田三郎『昭和初期か
　　　　　ら第二次大戦までの通算生計費指数」ロ
　　　　　ックフェラー・プロジェクト資料B36，
　　　　　一橋大学経済研究所，1959を用いた。
　　　　　1．　この場合，輸入性向とは，移・輸入
　　　　　　額を国民総生産ではなくて国民所得に
　　　　　　て割ったものである。
　　　　　2．実質輸入性向については，1938年ま
　　　　　　でしか算入されていない。なお，実質
　　　　　　値計算のために用いた指数はすべて，
　　　　　　1913年＝100の基準に計算しなおして
　　　　　　から使用された。
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済の活動水準の一般的な動きとどのように対
応していたかをみるために，両者の比率をと
ってみることにしよう。第5．8表は，貨幣タ
ームで示された性向の動きを，1901年から
1937年までの期間について示しているが，こ
れによってまず明らかなことは，1901年から
1920年ごろまでの20年間，その平均輸入性向
に明らかな上昇傾向がみられることである。
1905年にその値がとびぬけて大きいのは，日
露戦争の影響によるものであるから，その点
をのぞくならば，かなりスムースな上昇傾向
がみいだされる。第一次大戦後は，1920年代
の前半における下降と上昇ののち，1920年代
の半ばごろから1932年ごろにかけて，輸入性
向は下降傾向を示している。しかし，1932年
を境として，それはふたたび上昇傾向を示し
た。1938年から太平洋戦争の開始期まで，輸
入性向は急速な下降過程に入ってしまう。
1938年以降の動きは，一方では貨幣国民所得
の増大と，戦争の進行にともなう輸入増加の
困難にもとつくものである。
　つぎに，実質タームで示された輸入性向を
みてみよう3）。実質輸入性向は，第一次大戦
の終了するまではゆるい上昇傾向を示してい
る。しかし，そのあと，1929年における世界
大恐慌まで，急激な上昇傾向を示しており，
それから1932年まで，これまたかなり急激な
下降傾向がみられる。第一次大戦中実質輸入
性向は貨幣タームによる輸入性向の動きとの
差をもたらしたが，傾向的にみた場合，1920
年までは，この両者の間にそれほどの食い違
いはないとみてよいであろう。しかし，1921
年から1932年にいたる期間における二つの輸
入性向の動きは，いちじるしく異なっている。
後者は，1924年以後において早くも下降傾向
を示すにいたったのに対し，前者は，1929年
の世界大恐慌までは明瞭な上昇傾向を示し，
下降傾向は1930年からみられることになった。
したがって，1920年代における輸入の国民所
得にたいする比率は，表面上みられるよりは
大きいものであったわけである。
　このことは，輸入価格にかなり特徴的な変
化のあったことをしめしている。この期間に
おける輸入価格指数の動きをみる必要がある
が，先の輸入分類にしたがった価格指数が存
在しないため，主要な輸入品目について，そ
第5．9表戦前の品目別輸入価格1
期
?
1900（明34）－1904（明38）
1905（明39）－1919（明43）
1910（明44）－1914（大4）
1915（大5）－1929（大9）
1920（大10）－1924（大14）
1925（昭1）－1939（昭5）
1930（昭6）－1934（昭10）
1935（昭11）－1939（昭14）
食料品2
59．17
65．18
71．1
112．79
118．0
107．08
79．86
124．43
繊維品3
52．0
58．59
67．69
133．58
140．21
101．32
87．98
110．28
鉱物・金4
属　製　品
91．37
88．85
81．48
208．89
131．72
102．79
106．91
218．79
化学製品5
95．09
106，25
116．93
176．60
141．76
114．38
88．21
118。53
機械　類
13．64
26．76
79．39
180．29
127．38
105．21
137．64
222．13
〔資料出所〕　山田克巳r戦前貿易指数（総括篇）』，前掲より計算した。
　　　　1．　この品目別価格指数は輸入品目をすべてカバーしていない。総輸入に占めるウエイトの小さいものは
　　　　　すべて省略してしまった。また，この分類項目のカバーする品目は，さきにあげた戦後の同じ種類の分
　　　　　類項目のそれとかならずしも一致しない。ただし，ここには動植物そのものははいっていない。
　　　　2．食料をふくむ。ただし，ここには動植物そのものははいっていない。
　　　　3．衣料をふくむ。
　　　　4．非金属鉱物をふくむ。
　　　　5．油脂をふくむ。
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の輸入価格の変化をみるしかない。第5．9表
をみてみよう。ここから明らかなように，
1920年代にはほとんどすべての品目について，
その輸入価格の低下がみられることである。
ことに，輸入に占めるウエイトのたかい繊維
品や，鉱物，金属製品の輸入価格の低下が大
きい。実質輸入性向の動きが，1920年代にお
いて貨幣タームの輸入性向の動きといちじる
しく異なった動きをするにいたった理由はこ
こにあるとみてよい。
　また，第一次大戦中においては，すべての
品目についていちじるしい輸入価格の上昇が
みられ，先の場合とはちょうど逆に，繊維品
と鉱物・金属製品の輸入価格は，機械類のそ
れとともに，もっともその上昇率が大きい。
実質輸入性向がその期間に下方へ離れたのは，
そのためであることがわかる。
　それでは，輸入財の品目構成はその間にど
のように変化してきたであろうか。この40年
間における日本経済の成長とそれにともなう
産業構造の変化を反映して，輸入はその品目
構成を次第に変化させてきている。品目別の
　　第5．10表　戦前における品目別輸入の構成1
1901（明34）－1905（明38）
1906（明39）－1910（明43）
1911（明44）－1915（大4）
1916（大5）－1920（大9）
1921（大10）－1924（大13）
1925（大14）－1928（昭3）
1929（昭4）－1932（昭7）
1933（昭8）－1937（昭12）
藷料降料鮮 全製2?
22．833．1115．2125．3
　　114．2　39．6　　1
11．7　52．2
8．853．4
13．8　47．1
14．5155．7
　f12．455．7　7，9161．8
　［
　　118．526．3
、8．31　17．1
25．5　11．5
19・3118・9
15．3113．8
15．0　15．8
20．1　11．3　　1
〔資料出所〕　日本統計研究所編r日本経済統計集』に
　　　　より計算。
　　　　1．　これらの数字はいずれも全輸入額に
　　　　　占めるそれぞれの品目の輸入額の比率
　　　　　をパーセントに示し，5年ないし4年
　　　　　ごとに平均したものである。なお，雑
　　　　　品という項があるが，この品目の占め
　　　　　るウエイトはいちじるしく低いので省
　　　　　略した。
　　　　2．　これは完成財の輸入をさす。ただし
　　　　　食料品や原材料を含まない。
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輸入構成は，第5．10表に示されている4＞。
1901年から1920年までについて，それぞれの
輸入品目が総輸入に占める比率の変化をみる
ため，5年ごとにその比率の平均をとってみ
ると，食料品と全製品とに明白な低下傾向が
認められる。原料品と原料用製品の場合には，
逆に輸入比率は一貫して増加傾向を示してい
る。したがって，この期間における輸入性向
の増大傾向は，品目別には，この原料品およ
び原料用製品の輸入の増加傾向に負っている
ことがわかる。この動きは，明らかに20世紀
はじめからの鉱工業生産部門を中心とする，
日本の経済成長を反影したものである。
　それからの4年間においては，この傾向が
いくらか逆転せしめられ，原料品と原料用製
品の輸入の占めるウエイトは低下した。その
低下傾向は，原料用製品については1932年ま
で顕著に認められる。輸入に占めるウエイト
の増大した食料品と全製品とは，ともに1932
年までさして大きい低下傾向を示していない。
ただ，原料品の輸入のみが，1924年以降ふた
たび5．57パーセントという高い比率にもどり，
1932年までその比率を維持した。1937年にな
ると，原料品および原料用製品の輸入の構成
比率はそれぞれ急増し，食料品と全製品との
　　　　　　　　　　　　　　　　り輸入の構成比率は急減した。これは，いうま
でもなく，日本の経済の戦時経済への移行と
対応している。
　したがって，1920年から1933年の準戦時経
済に入るまでの期間には，原料品の輸入構成
比率は傾向的には上昇し，輸入総額のかなり
の部分を占めるにいたったが，原料用製晶の
構成比率のほうは逆に低下したわけである5）。
　このような輸入財の品目別の構成の動きに
対応して，輸入地域にかなりの変化がみいだ
されることになった。つぎの第5．11表は1900
年から1939年までの地域構成比率を5年ごと
に平均したものであるが，これによると，は
じめの5年間においては平均してアジア地域
からの輸入が全体の44パーセントをしめ，つ
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
第5．11表　輸入の地域別構成（1900～1939）
1900－1904
1905－1909」
1910－1914
1915－1919
1920－1924
1925－1929
1930－1934
1935－1939
第5．12表　輸入と国内経済活動との品目別対比
アジア
??［??
44．22　35．90
3 ．26　39．86
44．16　33．90
47．16　10．4834．3812、．、4
37．761、9．24
34．3　　16．30
36。38　12．92
17．16
33．02
35．16「0．64
33．74　0．52
35．9　　0．66
37．12　3．56　　1
17．52　0．00　0．58　0．72
17．72iO．18　0．84　1．06　　｝
0．44　1．06　2．10
1．04’i2．46　4．76、．66「、．52
、．8。16．4。
2．26　9．56
3．586．12
1900－1904
1905－1909
1910－1914
1915－1919
1920－1924
1925－1929
1930－1934
1935－1939
　　　　1食料品翰入
個人消費支出
0，042
0．031
0．023
0．023
0．032
0．034
0．018
0．017
原材料輸入
製造工業生産
2　　　　　　　　　3　全製品輸入
固定資本形成
0．72
0．69
0．70
1．00
1．09
1．11
1．32
0．355
0．352
0．210
0。141
0．164
0．145
0．116
0．076
〔資料出所〕　日本統計研究所，r日本経済統計集』前
　　　　　掲により計算。いずれも各年の地域構成
　　　　　をパーセントでしめし，それを5年ごと
　　　　　に平均したものである。そのために，横
　　　　　欄の合計は必ずしも100パーセントとは
　　　　　ならない。
いでヨーロッパは36パーセントをしめ，それ
だけでもって80パーセントにも達している。
しかし，とくにヨーロッパについては，その
比率はいちじるしく低下し，最後の5年間に
おいてはじつに13パーセントとなり，ほとん
ど2／5の水準への下落である。アジア地域に
ついてもやはりかなりの低下がみられるが，
それでも36パーセントをしめている。しかし，
その他の地域ではことごとく比率が増大し，
とくに北アメリカについては，はじめの期間
においてわずか17パーセントぐらいしかしめ
ていなかったのが，最後の期間においては37
7e－一セントに増大している。北アメリカとヨ
ーロッパとは，この40年間に完全にいれかわ
ってしまったわけである。日本が太平洋戦争
にはいる直前において日本の輸入の37パーセ
ントは北アメリカに依存していたことは皮肉
なことである。したがって，日本の輸入は，品
目別にみれば原料品と原料用製品とを中心と
して増大し，地域別には1／3をアジア地域に集
中させ，残りは北アメリカを中心として増大
させてきたのである。ここで，このような変
化の意味をよくみるために，輸入の品目別の
推移を関連した国内経済活動水準の推移と比
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〔資料出所〕　輸入は第2，12表におなじ。個人消費支出，
　　　　　製造工業生産指数および固定資本形成は
　　　　　日本銀行r明治以降本邦主要経済統計』
　　　　　昭和41年による。数値は各年についても
　　　　　とめたものを5年ごとに平均したもので
　　　　　ある。
　　　　　1．いずれも金額の比率である。
　　　　　2．19QO年から1925年までは，製造工業
　　　　　　は名古屋高商生産指数を用い，原材料
　　　　　輸入もそれにあわせて指数化した。
　　　　　1930年以後は通産省の指数である。し
　　　　　　たがって，この欄のみは二つの指数の
　　　　　比率である。
較してみることにしよう。第5．12表はそれを
しめしている。この表は，食料品輸入，全製
品輸入，原材料（原料および原料製品）輸入
のそれぞれについて，関連指標との比率をと
ったものである。1900年からの動きを5年ご
とに平均してしめしてある。食料品輸入と個
人消費支出との比率をみると，1920年代にお
いていくらかの低下がみられるけれども，
1930年代にはいるまではそれほど大きい変動
はみいだされない。もちろん，個々の年につ
いては国内の食料品生産との関連もあってか
その動きに変動がみいだされるけれども，し
かし，傾向としては低下していない。しかし，
1930年代にはいってからはかなりそれが低下
している。
　また，全製品と固定資本形成との比率をと
ってみると，これもまた一貫して低下傾向を
しめしている。いいかえると，こうした完成
財の輸入のテンポが生産能力の蓄積（したが
って，完成財の供給能力の蓄積）のテンポか
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
第5．13表　主要輸入品目の増加比率（1935／1900）
1金　額 i価　格 1数　量
1　糸類布吊及び衣料品 822．22 214．53 383．17
糸　　及　　び　　綿　　類 1，252．34 208．61 600．23
布　　　　　吊　　　　類 24．81 342．26 72．47
その他の布扇製品類 214．34 362．67 59．10
衣　　　　料　　　　　品 66．32 834．78 7．95
2　皮　革　及　び　骨　毛　類 1，076．45 118．13 910．96
3　油脂及び化学薬品類 1，237．56 105．42 1，173．56
油　　　　脂　　　　類 1，022．36 159．55 640．86
無　　機　　薬　　品　　類 1，694．96 93．84 1，805．36
有　　機　　薬　　品　　類 2，972．94 69．32 4，293．69
染　料　及　び　顔　料 264．87 308．15 85．95 ，
4　砿物・金属及び同製品 1，121．03 126．22 887．80
砿　物及　び　同　製　品 3，313．54 59．41 5，568．66
硝子及び粘土製品 517．26 356．84 144．94
鉄鉱　そ　の　他　の　鉱 39，456．25 146．90 26，795．71
鉄　　　　　　　　　　類 947．55 142．60 664．49
非　　鉄　　金　　属　　類 2，571．68 145．36 1，769．51
金　　　属　　　製　　　晶 92．59 295．87 31．29
5　機　　械　　器　　具　　類 26，051．69 990．74 一
木　材及　び　木　製　品 3，796．18 184．75 2，054．23
雑　製　品　及　び　紙　類 704．15 192．50 365．70
雑　　　　製　　　　　品 894．93 182．62 457．14
紙　及　び　紙　製　品 375．86 266．12 141．24
〔資料出所〕第5．11表におなじ。いずれも1900年の値を100とした1935年の値である。
ら遅れてきている。他方，製造工業生産にた
いする原材料（原料品と原料用製品）の輸入
の比率は，全製品の場合とは逆に上昇してい
る。製造工業部門の生産水準が大きくなって
くるにつれて，輸入原材料への依存の程度が
しだいにたかまってきていることがわかる。
したがって，これらの点からみて，つぎのよ
うにいうことができる。食料晶と完成財の輸
入への依存の程度が低下し，原材料輸入への
依存の程度が上昇したことは，この20世紀の
前半における日本の経済成長過程において，
しだいに，日本の産業構造が変化してきたこ
とをしめしている。いいかえると，日本経済
は，一・方において輸入食料への依存を低めな
がら，他方において輸入代替的な製造工業を
拡大し，それとともに国内に不足する原材料
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の輸入依存をたかめてきたのである。
　ここで，さらに晶目を細分化して考察して
みよう。うえの第5．13表は主要品目について
1900年の輸入と1935年の輸入とを対比せしめ
たものである。この表は，1900年を100とし
た1935年の指数となっているが，これによる
と，もっともその増加のいちじるしいのは，
鉄鉱石およびその他の鉱石である。つぎに大
きいのは機械器具類となっている。この二つ
は並はずれて大きい増加となっており，それ
につぐものとして有機薬品類，砿物および同
製品，非鉄金属類，木材および木製品である。
機械器具類のなかでも目だつものは，紡績用
機械，縫衣用材などの繊維工業用のものと木
工機械や金属加工材，印刷機などのようなも
のである。また木材および木製品のなかでは
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シダー類が圧倒的なウエイトをしめている。
雑製品の大部分は飼料および肥料（化学製品
でないもの）である。ただし，生産物によっ
て価格の上昇率に相違があるので，数量によ
ってその増加比率をみてみると，もっとも増
加比率の大きい順位から分類するとつぎのよ
うになる。
　（1）40倍以上のもの：
　　鉄鉱およびその他の鉱，機械器具類，砿
　　物および同製品，有機薬品類
　（2）10倍以上40倍以下のもの：
　　木材および同製品，無機薬品類，非鉄金
　　属類，
　（3）5倍以上10倍以下のもの：
　　皮革類，鉄類，油脂類，糸および綿，
　（4）5倍以下のもの：
　　雑製品，硝子および粘土製品，紙および
　　紙製品
　㈲　減少したもの；
　　布島類，その他の布吊製品，衣料品，染
　　料および顔料，金属製品
　この分類からみて明らかなように，増加し
たもののその大部分は原料および原料製品に
はいるものである。いいかえると，これらの
品目が原料および原料製品の中味なのである。
それと同時に気づくことは，この35年間にお
いて輸入の減少した品目は，いずれも綿布な
いしその加工品であり，また金属製品類（単
純な金属加工品がその大部分）である。この
ことは，日本の経済成長がこの20世紀のはじ
めの診期間において，これら軽工業製品の
輸入代替部門を確立したことを意味している。
1）1882年までは，基準の不統一のため信頼
度に問題がある。輸入は1899年からCIFと
なり，輸出は1903年からFOBとなった。ま
た，1899年以前は，価格が金円と銀円とが混
合して用いられていた。これらの事情は，
1900年以降について輸出入をあつかうことを
妥当なものとしている。これらの点について
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は，日本統計研究会編，前掲書，167ページ
を参照されたい。
2）　この実質輸入の計算に用いたデフレータ
ーとしては，山田克巳氏の計算したものを利
用した〔山田克巳『戦前貿易指数（総括篇）』
ロックフェラー・プPジェクト資料B25，一
橋大学経済研究所（未公刊）〕。したがって，
その値は，これまで計算された金森久雄氏や
小島清氏のものといくらか異なっている〔金
森久雄「日本経済と輸入依存度」，『国際経
済』第10号，日本評論新社，1958年，小島清
『日本貿易と経済発展』国元書房，1958年，
340－1ページ〕。
3）　この実質タームによる輸入性向の計算に
あっては，あらたに実質国民所得をもとめた。
すでに，大川推計による明治期からの実質国
民所得のシリーズがあるが，これは一般卸売
物価によって貨幣国民所得をデフレー一トした
ものである。〔K．Ohkawa，　The　Growth　Rate
げthe∫aPanese　Econo〃3ンsihce　1878，　Kin－
okuniya，　Tokyo，1957．　pp．116－－134，248〕。
そのデフレーターを用いたものも，目的にお
うじてきわめて有用であろうが，輸入性向の
計算にあたっては，かならずしも最良のもの
とはいえない。戦後の実質国民所得や実質国
民総生産の計算にあたっては，単純に卸売物
価指数のみによらず，消費者物価指数や輸出
入価格指数などを考慮したデフレーターが用
いられている。そこで，明治期からの実質国
民所得の計算にあたっては，大川推計の貨幣
国民所得を，一般卸売物価指数のみでなく，
消費者物価指数に類似したものを考慮した生
計費指数の加重デフレーターによって，デフ
レートすることにした。
　企画庁が1930年からの実質国民所得の計算
にあたって用いたデフレーターは，総合消費
者物価指数に対して0．75，生産財物価指数に
対して0．25のウエイトをつけて平均をとって
いるが，ここでは篠原氏にしたがって，一般卸
売物価指数に対し0．7，生計費指数に対し0．3
のウエイトをつけて平均をもとめた〔篠原三
代平「日本経済の成長と循環』，創文社，1961
年〕。生計費指数を用いたのは総合消費者指
経済成長・貿易および国際競争力（渡部）
数は明治期から計算されておらず，他方，生
計費指数については，山田氏の試算があるか
らである〔山田三郎『明治初期から第二次大
戦迄の通算生計費指数』，ロックフェラー・
プPtジニクト資料B36，一橋大学経済研究所
（未公刊）〕。
4）　ここでの分類は，さきに示した戦後の輸
入品目の分類と異なっている。全体は食料品，
原料品，原料用製品，全製品，雑品の5つの
品目に分類されているが，原料用製品とは区
別され，後者の生産のために用いられる製品
　（パルプ工業用薬品など）と定義されている。
したがって，全製品は機械や紙などの完成生
産物という意味になる。なお詳しくは，日本
統計研究会，前掲書，184ページを参照され
たい。
5）　これらの戦前における原料品と原料用製
品との輸入構成比率の動きを，直接に戦後に
おける輸入構成比率の動きと比較することは
できない。たとえば，鉱物性燃料や金属鉱の
鉄クズなどは，それらの項目のあいだへ適当
に配分されなければならず，戦後基準では，
パルプや皮革などは原料品のなかにはいって
いるが，戦前基準では，原料用製品のなかに
はいっているというような例もある。したが
って，品目別の調整はそれほど簡単にはいか
ない。しかし多少，分類上の問題はあるが，
大ざっぱにいえば，先にのべたところにした
がい，原料品的なものも，原料用製品的なも
のも，ともにその輸入の構成比率が増大して
いる。したがって，その点では，その傾向は
20年頃までの傾向と似ているといえよう。
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